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要旨 

 本論文では、高齢者のデジタル・ディバイドを解消するための支援について、スマートフ

ォンの使い方の支援を対象に行政・民間・個人(家庭)の役割の整理し、今後の支援の方向性

を明らかにすることを目的とした。 

 第 1 章では、まずデジタル・ディバイドの定義を確認し、「個人間・集団間デジタル・デ

ィバイド」に注目した。その後、日本の情報政策を整理し、主に 2001 年の「高度情報通信

ネットワーク社会形成基本法」(IT 基本法)と 2021 年の「デジタル社会形成基本法」を中心

に変遷を追った。「IT 基本法」のもとで、世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成、

具体的には高速・超高速インターネットの全国的な普及が進められた。「デジタル社会形成

基本法」においては、データ利活用により発展するデジタル社会の実現を目標に、さらなる

ネットワークの充実を図ることとされた。 

 第 2 章では、内閣府や民間携帯電話会社の資料をもとに、情報通信機器と高齢者の現状

を調べた。高齢者のスマートフォン利用率は約半数で、年齢が上がるほど低くなっていった。

スマートフォンを利用しない理由としては、「必要性を感じないから」「使い方が分からない

ので面倒だから」が共に半数を占めていた。この点から、スマートフォンに興味のない高齢

者と興味を持っているが踏み出せない高齢者への支援を分けて考える必要があるとわかっ

た。後半では先行研究等を活用し、これまで行政や民間、個人(家庭)において行われてきた

デジタル・ディバイド解消に対する取組みを整理した。 

 第 3 章では、筆者の地元である佐野市の事例をもとに、高齢者への支援の実際の様子を

調査するために、佐野市役所・市内の携帯ショップが行うスマートフォン講座を訪れた。ま

た、その時の講座の参加者から質問を受けた経験や家族内で質問を受けた経験から、個人や

家庭で行える支援についても考えた。見学の結果、公民館で開かれる行政の講座は、家の近

くで友人と共に講座を受けられることが好評であった。携帯ショップの講座は、一対一でア

プリケーションの登録など専門の分野の使い方を教えてもらえることが嬉しいそうだ。個

人や家庭では、子や孫などから使い方に関して自分に合わせたサポートがしてもらえると

いう良い点を知ることができた。訪問の結果から課題としては、より身近な教える側となる

家族へ負担が重くなっている点、スマートフォンに興味を持っていない高齢者へのアピー

ルの方法、スマートフォン講座を受講し終わった後にも引き続きスマートフォンを触って

もらう方法の３点に注目した。 

 第 4 章では、上記の３つの課題のための提案を行った。家族の負担に関しては、携帯ショ

ップで QR コード等を利用してデジタル冊子「教える方向けスマートフォン Q&A」を配布

する。また、町内会や地域サークルなどの既存の地域コミュニティにデジタルボランティア

を派遣し、地域の力もさらに活用する。３点目の課題には、公民館等でグループワークを活

用した連続型の講座を開き、受講者同士が教え合うことで自分の力でスマートフォンに触

って、操作方法を覚えやすいようにすることを目的としている。 
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はじめに コロナ禍が明らかにしたデジタル・ディバイド 

 新型コロナウイルス感染症(COVID-19)は、2020 年 1 月 15 日1に最初の感染者が確認さ

れた後、私達の生活に大きな変化を与えた。2020 年 3 月 13 日に成立した新型コロナウイ

ルス対策の特別措置法に基づき緊急事態宣言が出され、不要不急の外出自粛や百貨店や映

画館など多くの人が集まる施設の使用制限などの要請が行われた2。「新しい生活様式」の実

践が呼びかけられ、３密(密集、密接、密閉)の回避や人との間隔をできるだけ 2m 空けるこ

とが求められた3。非対面・非接触が求められ、テレワークやオンライン授業に代表される

デジタル化が急激に進められることとなった。2021 年 9 月 1 日にはデジタル庁が設置され、

デジタル社会形成の司令塔として、未来志向の DX(デジタル・トランスフォーメーション)

を大胆に推進し、デジタル時代の官民のインフラを今後 5 年で一気呵成に作り上げること

を目指すとしている4。一方で、急激なデジタル化はそれについていける世代とついていけ

ない世代との格差を明らかにした。新型コロナウイルスのワクチン予約において、インター

ネットを使えないため困惑する高齢者の姿が印象的であった。 

 私がデジタル・ディバイドの解消に興味を持った出来事は、大学三年生のゼミナールで宇

都宮市の「大学生によるまちづくり提案 2021」に参加したことだ。課題は「スマート×風

土 うつのみやのデザイン」であり、私達はバーチャルリアリティを活用したグルメイベン

ト開催を提案し、他大学や団体からは観光や交通面など生活を便利にするアプリケーショ

ンの開発などが提案された。その閉会式の全体講評おいて、審査員の方が「新しい技術が進

歩していく中で、その技術に取り残されてしまう人への支援も同時に行っていく必要があ

ります」とお話されていた。そのお話を聞き、誰もがデジタルをスムーズに使いこなせるわ

けではないと改めて実感した。さらに、2022 年 3 月にある携帯会社が 3G 回線のサービス

を終了することを受けて、祖母がスマートフォンを初めて使うことになった。スマートフォ

ンの使うにあたって私も教える側となったが、一人暮らし世帯が増えていく中でその支援

はどのようになっているのかと興味を持った。 

 本稿では高齢者のデジタル・ディバイド解消に対する支援について、特にスマートフォン

に対する支援の現状を明らかにし、行政、民間、個人(家庭)の各役割について考察する。そ

こで、まずは情報政策を調べることで政府がどのようにデジタル・ディバイドの解消に取り

 

1 NIID 国立感染症研究所東京都での新型コロナウイルス感染症（COVID-19）の流行（2020 年 1～5

月）https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov/2502-idsc/iasr-in/9818-

486d01.html (2022/06/28 参照) 

2 NHK 緊急事態宣言 1 回目の状況(2022/06/28 参照) 

https://www3.nhk.or.jp/news/special/coronavirus/emergency/ 

3 厚生労働省 ＜「新しい生活様式」の実践例＞(2022/06/28 参照) 

https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_newlifestyle.html 

4 デジタル庁 https://www.digital.go.jp/about/(2022/06/28 参照) 

https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov/2502-idsc/iasr-in/9818-486d01.html
https://www.niid.go.jp/niid/ja/diseases/ka/corona-virus/2019-ncov/2502-idsc/iasr-in/9818-486d01.html
https://www3.nhk.or.jp/news/special/coronavirus/emergency/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/0000121431_newlifestyle.html
https://www.digital.go.jp/about/
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組んできたのかを調査した。また、情報通信機器と高齢者の現状を調べることで、高齢者が

スマートフォンに対してどのような印象を持っているのか、使わない理由はなにか、スマー

トフォンの操作がわからない場合は誰を頼っているのか等を、資料を用いて整理した。その

後、佐野市や市内の携帯ショップで行われているスマートフォン講座を見学し高齢者の実

際の姿や講師の方や職員の方への聞き取りも行った。最後に、講座を見学してわかった共通

点と課題を整理し、行政・民間・個人(家庭)の役割を考察した。また、注目した課題を解決

するための提案も行った。 

高齢者とは、WHO の定義では 65 歳以上の人々のことを指す5ため、本稿でも高齢者と表

記した場合には、65 歳以上の人を指すことにする。しかし、引用した資料によって年齢の

幅が前後する場合があり、その場合は本文中に示した年齢が高齢者の定義となる。また、本

文中では総務省の情報通信白書の表記に合わせて「デジタル・ディバイド」と表記するが、

引用する資料によっては、その資料中の言葉を使用する。「スマートフォン」と「スマホ」、

「アプリケーション」と「アプリ」等の表記も同様である。 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

5厚生労働省 生活習慣病予防のための健康情報サイト(2022/12/07 参照) 

 https://www.e-healthnet.mhlw.go.jp/information/dictionary 

 

https://www.e-healthnet.mhlw.go.jp/information/dictionary
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第 1章 デジタル・ディバイドとは 

 

第 1節 デジタル・ディバイドの定義 

 デジタル・ディバイドとは、「インターネットやパソコン等の情報通信技術を利用できる

者と利用できない者との間に生じる格差」のことをいう。具体的には、インターネットやブ

ロードバンド等の利用可能性に関する国内地域格差を示す「地域間デジタル・ディバイド」、

身体的・社会的条件（性別、年齢、学歴の有無等）の相違に伴う ICT の利用格差を示す「個

人間・集団間デジタル・ディバイド」、インターネットやブロードバンド等の利用可能性に

関する国際間格差を示す「国際間デジタル・ディバイド」等の観点で論じられることが多い

6。本稿では、デジタル・ディバイドと表記した場合には「個人間・集団間デジタル・ディ

バイド」を指すものとする。また、デジタル・ディバイドは、あらゆる集団の格差を広げて

しまう可能性を有しているため、その解消に向けて適切に対処しないと新たな社会・経済問

題にも発展しかねない。他方、デジタル・ディバイドを解消し、IT を普及させることは、

政治的には民主化の推進、経済的には労働生産性の向上、文化的には相互理解の促進等に貢

献すると考えられる7。このことから、デジタル・ディバイドは情報格差だけでなく様々な

格差を生じる可能性があるため、解消することは急務だと言える。 

 

第 2節 日本の情報政策の変遷(2021 年「デジタル社会形成基本法」施行以前) 

 アメリカ商務省電気通信情報局が 1999 年の”Falling Through the Net: Defining the 

Digital Divide ”という報告書の中で初めてデジタル・ディバイドという言葉を使ったと言わ

れている。この報告書においては、収入、人種、居住地などにおいてインターネットの利用

率やコンピュータの普及率に格差が生じていると指摘された。アメリカ政府は、企業のパソ

コン寄付やパソコン教室実施に対して優遇税制を導入したり、新任教員に対するコンピュ

ータ費用を予算に計上したりするなどの政策を行った8。 

日本で本格的にデジタル・ディバイドが取り上げられるようになったのは、2000 年 7 月

に開催された九州・沖縄サミットがきっかけである。「グローバルな情報社会に関する沖縄

憲章（IT 憲章）」が採択され、デジタル・ディバイドの解消に向けて各国首脳が共通の認識

をもって取り組んでいくこととされた。「IT 憲章」において、デジタル・ディバイドの解消

については、国民的課題の中で決定的に重要性を帯びるに至っており、誰もが情報通信ネッ

 

6 総務省 平成 23 年版 情報通信白書(2022 年 6 月 15 日参照) 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h23/pdf/n2020000.pdf 

7 外務省 IT(情報通信技術) デジタル・ディバイド(2022 年 4 月 18 日参照) 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/it/dd.html 

8 自治体情報政策研究所(2022 年 6 月 9 日参照) 

http://www.jjseisakuken.jp/elocalgov/contents/c092.html 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h23/pdf/n2020000.pdf
https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/it/dd.html
http://www.jjseisakuken.jp/elocalgov/contents/c092.html
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トワークへのアクセスを享受しうるべきであるとされている。そのために、産業界及び市民

社会が有する専門知識及び資源を動員し、急速な技術及び市場の発展に対応しうるような、

政府と市民社会の間の効果的なパートナーシップを引き続き追及するとした。さらに、情報

社会の前進のための政策として、情報時代の要請に応えうる人材の養成をしていくとして

いる。具体的には、学校、教室及び図書館をオンライン化し、教員を IT 及びマルチメディ

ア情報源に関して習熟させる。中小企業及び自営業者に対しては、オンライン化し、インタ

ーネットを効果的に利用するようにするための支援及びインセンティブの提供を目的とし

た措置も追求する。そして、特に他の方法によっては教育及び訓練を得られなかった人々に

対して革新的な生涯学習の機会を提供するための IT の利用を奨励するとした9。 

2001 年 1 月 6 日には「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」(IT 基本法)が施行さ

された。IT 基本法は、2021 年 9 月 1 日に「デジタル社会形成基本法」が施行されるまでの

高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策を定める法律であった。 

同年には高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部(IT 戦略本部)が内閣に設置され、

1 月 22 日に「e-Japan 戦略」が策定された。そこでは、重点政策分野として、超高速ネット

ワークインフラ整備及び競争政策、電子商取引、電子政府の実現、人材育成の強化の 4 分野

が挙げられた。さらに、3 月 29 日に策定された「e-Japan 重点計画」では、世界最高水準の

高度情報通信ネットワークの形成、教育及び学習の振興並びに人材の育成、電子商取引等の

促進、行政の情報化及び公共分野における情報通信技術の活用の推進、高度情報通信ネット

ワークの安全性及び信頼性の確保、横断的な課題について具体的な取り組みが明らかにさ

れた。その後同戦略は以下の表 1 のように毎年の見直しを経て、2005 年の目標達成に向け

て実行された。「e-Japan 戦略」では、日本が 2005 年までに世界最先端の IT 国家となるこ

とを目標とし、総務省では 2001 年に「全国ブロードバンド構想」を公表し、高速・超高速

インターネットの全国的な普及に関して、2005 年度までのスケジュールや官民の役割分担、

実際の利用見込み、期待される社会生活の変化を明らかにした。これに基づいて同省は「地

域情報交流基盤整備モデル事業」の創設など、官民を挙げて目標の達成に向けて努めた10。 

 2003 年になると、インフラ整備重視の政策から方向性が大きく変化する。政府は、「人と

人だけでなく、人とモノ、モノとモノまで遍く繋ぐ11」というユビキタスネットワークの形

成を新しい IT 社会基盤整備の目標像とし、それを受けた同省は「いつでも、どこでも、何

でも、誰でも」ネットワークにつながり、情報の自在なやりとりを行うことができるユビキ

タスネット社会(u-Japan)を、2010 年を目途として実現すべく、その将来像を提示した。2004

 
9 外務省 グローバルな情報社会に関する沖縄憲章(仮訳) (2022 年 6 月 7 日参照) 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/ko_2000/it1.html 

10 総務省 平成２７年度版情報通信白書 本編第 1 部 ICT の進化を振り返る(2022/06/15 参照) 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h27/html/nc111240.html 

11 総務省 「u-Japan 政策」概要(2022/06/14 参照) 

https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/chousa/yubi_pla/pdf/050316_2_03.pdf 

https://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/summit/ko_2000/it1.html
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h27/html/nc111240.html
https://www.soumu.go.jp/main_sosiki/joho_tsusin/policyreports/chousa/yubi_pla/pdf/050316_2_03.pdf
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年 7 月に同省が発表した「u-Japan 政策」では、ユビキタスネットワークの整備、ICT 利活

用の高度化、ICT 利用環境整備を 3 つの柱として、2010 年に日本がフロントランナーとし

て世界を先導していくことが新たな目標として掲げられた。つまり、情報通信技術そのもの

を意味する IT を活用促進する政策から、通信技術を使って人とインターネット、人と人が

繋がる技術を意味する ICT の利活用に政策が転換された。それによって「u-Japan 推進計

画」、「ICT 政策大綱」等が定められて、2009 年 10 月に「u-Japan 政策」は終了した12。 

 その後の大きな流れとしては、2010 年５月に、国民本位の電子行政の実現、地域の絆の

再生、新市場の創出と国際展開を重点戦略の３つを柱とした「新たな情報通信技術戦略」が

策定された13。2013 年６月には、総務大臣主宰の「ICT 成長戦略会議」が開催され、同会議

において、6 月に「ICT 成長戦略」をとりまとめられた。その後、同戦略を着実に推進する

ため、2014 年 1 月に総務大臣主宰の「ICT 成長戦略推進会議」が立ち上げられ、ICT 街づ

くり推進会議等の会議における検討状況や各団体による取組状況などの「ICT 成長戦略」の

全体的な進捗状況の管理及び評価等を行うことにより、「ICT 成長戦略」の着実な推進を図

るとともに、新たな課題等に関する検討を行われた14。2019 年には、デジタル時代の国際競

争に勝ち抜くための環境整備と社会全体のデジタル化による日本の課題の解決を目標とす

る、今後の日本の IT 政策の羅針盤である「デジタル時代の新たな IT 政策大綱」が決定さ

れた15。2021 年６月には、同年９月に施行される「デジタル社会形成基本法」を見据え、我

が国が目指すデジタル社会とその推進体制や、デジタル社会の形成に向けた基本的な施策

を記載した「デジタル社会の実現に向けた重点計画」が閣議決定された16。 

 

 

12 総務省 平成 27 年度版情報通信白書 特集テーマ「ICT の過去・現在・未来」(2022/06/14 参照) 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h27/html/nc111240.html 

13 総務省 平成 23 年度版情報通信白書 第５章情報通信政策の動向(2022/06/15 参照) 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h23/pdf/n5010000.pdf 

14 総務省 平成 27 年度版情報通信白書 第 8 章 ICT 政策の動向(2022/06/15 参照) 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h27/pdf/n8100000.pdf 

15 総務省 令和２年度版情報通信白書 第６章 ICT 政策の動向(2022/06/15 参照) 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r02/pdf/n6100000.pdf 

16 総務省 令和３年度版情報通信白書 第５章 ICT 政策の動向(2022/06/15 参照) 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r03/pdf/n5100000.pdf 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h27/html/nc111240.html
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h23/pdf/n5010000.pdf
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h27/pdf/n8100000.pdf
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r02/pdf/n6100000.pdf
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r03/pdf/n5100000.pdf
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表 1  IT 国家戦略年表 10 より一部省略して作成 

 
 

デジタル・ディバイドに関しては、情報通信機器やウェブサイトを通じたサービス提供の

拡大を受けて、高齢者や障害者のアクセシビリティを確保する取り組みが総務省によって

行われた。2005 年に、具体的なウェブアクセシビリティ維持・向上のための運用モデルで

ある「みんなの公共サイト運用モデル」が策定された17。その後は、障害や年齢によるデジ

タル・ディバイドの解消を目的に、通信・放送分野における情報バリアフリーの推進に向け

た助成を実施している。例えば、障害者や高齢者向けの通信・放送役務サービスに関する技

術の研究開発を行う企業等に対して必要な資金を助成する「デジタル・ディバイド解消に向

けた技術等研究開発」がある18。高齢者の ICT 向上に関しては、2014 年の「ICT シニアコ

ミュニティ形成促進プロジェクト」において「『高齢者の ICT リテラシー向上に資する講習

会』に関する手引書」が作成され、本手引書を活用した講習会が実施された19。その後、2018

年 11 月からは、厚生労働省とともに「デジタル活用共生社会実現会議」を開催された。本

会議においては、高齢者が、これからの本格的な IoT、AI 時代においても取り残されるこ

となく、ICT 機器を利活用し、より豊かな生活を送ることができるようにするため、高齢者

が、住居から地理的に近い場所で、心理的に身近な人から ICT を学べる環境を整備する「デ

ジタル活用支援員」の仕組みについて検討が行われ、2019 年 3 月に報告書をとりまとめら

れた20。 

2020 年度から総務省によって「デジタル活用支援推進事業」が推進された。この事業は、

民間企業や地方公共団体などと連携し、デジタル活用に不安のある高齢者等の解消に向け

て、オンラインによる行政手続きやサービスの利用方法等に対する助言・相談等を実施する

 
17 総務省 平成 18 年度版情報通信白書 第３章第 7 節デジタル・ディバイドの解消及び人材育成

(2022/06/15 参照) 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h18/pdf/i3070000.pdf 

18 総務省 令和 2 年度情報通信白書 第 6 章第６節 ICT 利活用の推進(2022/06/15 参照) 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r02/pdf/n6600000.pdf 

19 総務省 平成 29 年度版情報通信白書第７章第５節 ICT 利活用の促進(2022/06/15 参照) 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h29/pdf/n7500000.pdf 

20 総務省 令和元年度情報通信白書第４章第６節 ICT 利活用の促進(2022/06/15 参照) 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r01/pdf/n4600000.pdf 

IT国家戦略 重視する点

e-Japan戦略(2001年１月) インフラ等の基本整備

e-Japan戦略重点計画-2002

(2002年6月)
インフラ整備と教育機関の情報化・人材育成の強化

e-Japan戦略Ⅱ(2003年7月) 医療、就労・労働、行政サービスなどの分野への活用強化

e-Japan戦略Ⅱ加速化パッケージ

(2004年2月)
e-Japan戦略Ⅱを踏まえ、取り組むべき重点項目を明確化

IT政策パッケージ-(2005年2月) IT活用促進とITがもたらす問題点の克服

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h18/pdf/i3070000.pdf
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r02/pdf/n6600000.pdf
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h29/pdf/n7500000.pdf
https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r01/pdf/n4600000.pdf
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ものである。民間企業や地方公共団体がスマートフォン教室等を開催した際に、総務省がそ

の活動の補助を行う。同年度は、全国 11 箇所でデジタル活用支援の実施と講師役となる「デ

ジタル活用支援員」の属性や育成方法等の検証が行われた。検証で得られたノウハウ等をも

とに、2021 年度は携帯ショップなどを中心に高齢者のデジタル活用を支援する講習会が全

国約 1,800 か所で実施される予定となっている。2021 年度から 2025 年度までの 5 年間で、

毎年約 5,000 か所で約 30 万回の講習会を開催し、延べ 1,000 万人が参加することを目標と

している21。 

つまり、日本では 2000 年の「IT 憲章」を始めにデジタル・ディバイドが取り上げられ

た。そして 2001 年の「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」(IT 基本法)の施行によ

って、高度情報通信ネットワーク社会が目指されることになった。IT 基本法のもとで、政

府は高速・超高速インターネットの全国的な普及に力を入れた。一方で、2003 年からは「ユ

ビキタスネット社会(u-Japan)」という人と人だけでなく、人とモノ、モノとモノまで遍く

繋ぐ社会の実現へと方向性も変化しつつあった。デジタル・ディバイドに対しては、2014

年の「ICT シニアコミュニティ形成促進プロジェクト」から高齢者への支援が始まり、2020

年には「デジタル活用支援推進事業」が推進され、民間企業や地方公共団体などと連携し、

デジタル活用に不安のある高齢者等に向けて、オンラインによる行政手続きやサービスの

利用方法等に対する助言・相談等を実施するとした。 

 

第 3節 2021 年「デジタル社会形成基本法」施行後の日本の情報政策 

 2021 年 9 月 1 日に「デジタル社会形成基本法」が施行された。この法律においてデジタ

ル社会は、インターネットその他の高度情報通信ネットワークを通じて自由かつ安全に多

様な情報又は知識を世界的規模で入手し、共有し、又は発信するとともに、先端的な技術を

はじめとする情報通信技術を用いて電磁的記録として記録された多様かつ大量の情報を適

正かつ効果的に活用することにより、あらゆる分野における創造的かつ活力ある発展が可

能となる社会と定義される。そのデジタル社会の形成に関し、ゆとりと豊かさを実感できる

国民生活の実現、国民が安全で安心して暮らせる社会の実現、利用の機会等の格差の是正、

個人及び法人の権利利益の保護等の基本理念を規定した。施策の策定に当たっては、多様な

主体による情報の円滑な流通の確保(データの標準化等）、アクセシビリティの確保、人材の

育成、生産性や国民生活の利便性の向上、国民による国及び地方公共団体が保有する情報の

活用、公的基礎情報データベース（ベース・レジストリ）の整備、サイバーセキュリティの

確保、個人情報の保護等のために必要な措置が講じられるべき旨を規定している22。IT 基本

法との違いは、「高度情報通信ネットワーク社会」から「データ利活用により発展するデジ

 
21 総務省 デジタル活用支援~現状と今後の取組について~ 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000743459.pdf#page=2 
22 総務省 デジタル社会形成基本法の概要(2022/09/04 参照) 

https://www.cas.go.jp/jp/houan/210209_1/siryou1.pdf 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000743459.pdf#page=2
https://www.cas.go.jp/jp/houan/210209_1/siryou1.pdf
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タル社会」の実現を目指す、ネットワークの充実に加えて、国民の利便性向上を図るデータ

利活用、IT 本部を廃止し、デジタル庁の設置することが挙げられる。デジタル社会を形成

するための基本原則(10 原則)の要素も取り込んだうえで、デジタル社会の形成の基本枠組

みを明らかにし、これに基づき施策を推進するとしている23。 

 2022 年 6 月 7 日には、「デジタル社会の実現に向けた重点計画」が閣議決定した。政府が

迅速かつ重点的に実施すべき施策を明記し、各府省庁が構造改革や個別の施策に取り組み、

それを世界に発信・提言する際の羅針盤になるものである。オープン・透明、公平・倫理、

安全・安心、継続・安定・強靭、社会課題の解決、迅速・柔軟、包摂・多様性、浸透、新た

な価値の創造、飛躍・国際貢献を、デジタル社会を形成するための 10 原則、1 デジタルフ

ァースト(個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完結)、2 ワンスオンリー(一度提出

した情報は二度提出が不要)、3 コネクテッド・ワンストップ(民間を含む複数の手続・サー

ビスを一元化)を行政サービスのオンライン化実施の 3 原則としている。デジタル臨時行政

調査会で策定したデジタル・規制・行政改革に通底する構造改革のためのデジタル原則に沿

って、現場のデジタル化を阻害する規制や制度の横断的な見直しを行い、デジタル田園都市

国家構想や国際戦略の推進、サイバーセキュリティ等の安全・安心の確保、包括的データ戦

略の推進、デジタル産業の育成、web3.0 の推進等を行う24。 

つまり、2021 年にデジタル社会形成基本法が施行され、データ利活用により国民が安全

で安心して暮らせる社会の実現が目指された。デジタル庁を設置して、デジタル社会を形成

するための 10 原則と行政サービスのオンライン化実施の 3 原則に取り組んでいる。前述し

た「デジタル活用支援推進事業」においても、2021 年では携帯ショップで高齢者に対して

開く講座をさらに増やしていくとしている。 

  

 
23 日経 BP ガバメントテクノロジーデジタル社会形成基本法(2022/09/04 参照) 

https://project.nikkeibp.co.jp/jpgciof/atcl/19/00003/00007/?P=2 

24 デジタル庁 HP デジタル社会の実現に向けた重点計画(2022/09/04 参照) 

https://www.digital.go.jp/policies/priority-policy-program/ 

https://project.nikkeibp.co.jp/jpgciof/atcl/19/00003/00007/?P=2
https://www.digital.go.jp/policies/priority-policy-program/
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第 2章 デジタル・ディバイドの現状 

 

第 1節 高齢者の情報通信機器に対する意識 

 

(1)高齢者はどのような情報通信機器を持っているのか 

総務省の「令和 3 年度情報通信白書25」によると、端末の利用状況では全世代を通して「ス

マートフォン」が 89.4％とかなりの割合を占めている。続いて「テレビ」が 50.8%、「ノー

ト PC」が 48.5％との順であることからも、「スマートフォン」の割合の高さが際立ってい

ることがわかる。「スマートフォン」は年齢が低くなるほど利用率が高くなるという傾向は

あるが、60 代以上でも「スマートフォン」の利用率は８割以上を超えている。 

次に、内閣府の「令和２年度第９回高齢者の生活と意識に関する国際比較調査結果26」を

用いて、高齢者(同データにおいては 60 歳以上の人)に限定して使っている情報通信機器や

利用状況を述べる。普段利用している情報通信機器として、「テレビ」が 80.2%、固定電話

が 56.6％、「携帯電話」が 41.0％、「スマートフォン」が 44.5%となっており、「テレビ」と

「スマートフォン」に 2 倍近くの差が生じている。図 1 の男女別のグラフでは、両者とも

に「テレビ」の利用率に差はなく、「固定電話」は男性 49.9％女性 62.7%と女性の利用率が

少し高くなっている。「スマートフォン」では男性 48.5%女性 40.8％と男性の方が高くなっ

ている。図 2 の年齢別では、「テレビ」と「固定電話」は利用率に目立った差はないが、「ス

マートフォン」は年齢が高くなるにつれて利用率が下がっていく。60 歳~64 歳は 66.2％が

「スマートフォン」を利用しているのに対し、75~79 歳は 29％、80 歳以上は 16.9％であ

る。 

 
25 総務省 令和 3 年度版情報通信白書(PDF 版) 第１章デジタル化の現状と課題 第 1 節国民生活にお

けるデジタル活用の現状と課題(2022 年 4 月 20 日参照) 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r03/pdf/n1100000.pdf  
26 内閣府令和 2 年度第 9 回高齢者の生活と意識に関する国際比較調査結果 7 友人・知人との交流・社会活動情報収集

(2022 年 4 月 20 日参照 https://www8.cao.go.jp/kourei/ishiki/r02/zentai/pdf/2_7.pdf 

同資料、概要版 https:// www8.cao.go.jp/kourei/ishiki/r02/gaiyo/pdf/s2-7.pdf 

https://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/r03/pdf/n1100000.pdf
https://www8.cao.go.jp/kourei/ishiki/r02/zentai/pdf/2_7.pdf
https://www8.cao.go.jp/kourei/ishiki/r02/gaiyo/pdf/s2-7.pdf
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図 1 利用している情報通信機器(性別)26 より作成 

 

 

図 2 利用している情報通信機器（年代別）26 より作成 

 

(2)高齢者は情報通信機器をどのように利用しているか 

情報通信機器の利用状況は、「携帯電話・スマホで家族・友人などと連絡をとる(携帯電話

のメールを含む。)」が 77.2％と一番多い。その次に多いのは「インターネットで情報を集

めたりショッピングをする」が 31.7％だ。しかし、前回の第８回の調査(平成 27 年度)では

「インターネットで情報を集めたりショッピングをする」は 16.5％であり、インターネッ

トの利用に関して 5 年間で約 2 倍に増加している。図３の男女別のグラフでは、「携帯電話・

スマホで家族・友人などと連絡をとる(携帯電話のメールを含む。)」の割合に差は見られな

いが、「インターネットで情報を集めたりショッピングをする」は、男性 40.9％女性 23.5％

と男性の方が利用率は大きくなっている。年齢別では各項目において、年齢が下がるごとに

割合も下がっている。 
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図 3 情報通信機器の利用状況（性別）26 より作成 

項目名は上から「パソコンの電子メールで家族・友人などと連絡をとる」「携帯電話・スマホで家族・友人などと連絡を

とる(携帯電話のメールを含む)」「インターネットで情報を集めたり、ショッピングをする」「SNS(Facebook, Twitter, 

Instagram などを利用する)」「ネットバンキングや金融取引(証券・保険取引など)をする」となっている。 

 

(3)高齢者が情報通信機器を利用しない理由 

 同資料の調査では、情報通信機器を利用しない理由として、「必要性を感じないから」が

49.2%と「使い方が分からないので面倒だから」が 50.3％であり、それぞれ約半数を占めて

いる。他の理由としては、「お金がかかるから」(21.9％)「文字が見えにくいから」(17.5％)

「使い方を覚えたいが、教えてくれる人がいないから」(9.3%)「興味があるが購入場所、購

入方法などがわからないから」(1.6％)があった。情報通信機器を利用するメリットを感じ

ていない高齢者ばかりではなく、使用方法や経済状況、情報通信機器の機能に対する問題か

ら利用しない高齢者もいることが考えられる。理由に関して男女別では大きな差は見られ

ない。一方で、図 4 の年齢別のグラフでは、年齢が高くなるほど「使い方が分からないので

面倒だから」の割合が上がっていく。70~74 歳では、「使い方が分からないので面倒だから」

が「必要性を感じないから」の割合を上回っていた。年齢が低い層では「お金がかかるから」

の割合が大きいため、経済状況に対する不安を持っている人が多いと言える。 
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図 4 情報通信機器を利用しない理由(情報通信機器非利用者)(年代別)(回答者数些少なた

め参考値)26 より作成 

正しい項目名は、「興味はあるが、購入場所、購入方法などがわからないから」「使い方を覚えたいが、教え

てくれる人がいないから」である。 

 

前回の調査と結果を比べると高齢者の情報通信機器に対する意識の変化が読み取れそう

である。図 5 において第９回(今回調査)と第８回(前回調査)を比較した。前回(平成 27 年

度)の調査では、「必要性を感じないから」は 70.4%であり、「使い方が分からないので面倒

だから」は 26.8％であった。今回と前回の差に関して、前者は 21 ポイントの減少であり、

後者は 24 ポイントの増加である。「お金がかかるから」(8.2％)「文字が見えにくいから」

(6.6％)のような経済状況や情報通信機器の機能についての理由も約 10 ポイントの増加が

見られる。このように理由が具体的になっている点から、高齢者の情報通信機器に対する興

味が高まっているのではないかと考えられる。 
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図 5 情報通信機器を利用しない理由（情報通信機器非利用者） 

前回調査と今回調査の比較 26 より作成 

第８回の「購入場所、購入方法がわからないから」の値は 0.4%である 

 

(4)高齢者のスマートフォン利用と周囲の影響 

ここからは、モバイル社会研究所(NTT ドコモの社会系研究所)「モバイル社会白書 2021

年版27」を用いて、スマートフォンを利用することに関しての周囲の影響がどの程度あるの

かを整理する。本資料では 60 代以上を高齢者としている。 

 まずはスマートフォンを所有したきっかけであるが、図 6 において男女共に「家族のす

すめ」が一番大きく、二番目は「周囲にスマホを持っている人が増えた」、三番目は「使い

たい機能・アプリがあった」となっている。女性に関しては、「家族のすすめ」が 56％、「周

囲にスマホを持っている人が増えた」が 37％、「使いたい機能・アプリがあった」が 35％

と、家族からの影響が特に強いと言える。また、スマートフォンの所有歴に注目した所有の

きっかけの調査を見ると、「スマホ所有歴２年未満」は「家族のすすめ」が、「スマホ所有歴

2 年~５年」のグループでは、「家族のすすめ」と「周囲にスマホを持っている人が増えた」

が、「スマホ所有歴５年以上」のグループでは、「使いたい機能・アプリがあった」がそれぞ

れ一番多かった。つまり、所有歴の短い人は家族や周囲の人などから影響を受けて持ち始め、

所有歴の長い人は自分から積極的にスマートフォンを持ち始めたと考えられる。 

 

 
27 モバイル社会研究所「モバイル社会白書 2021 年版」第６章シニアの生活実態と ICT 利用(2022 年 8 月

9 日参照) 

https://www.moba-ken.jp/whitepaper/wp21/pdf/wp21_chap6.pdf 

 

https://www.moba-ken.jp/whitepaper/wp21/pdf/wp21_chap6.pdf
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図 6 スマートフォンを所有したきっかけ[性別（男女別）]（複数回答）27 より作成 

 

次に、図 7 のスマートフォンを使いこなすために誰に相談しているかであるが、男女共

に「子や子の配偶者、孫や孫の配偶者に相談する」が一番大きい。割合としては「配偶者に

相談する」や「友人・恋人等に相談する」よりも約２倍も上回っている。「相談しない」と

いう人は、女性よりも男性の方が多い。 

 図 8 の身近な人に聞く以外のスマートフォンの操作方法の調べ方の項目では、男女共に

「販売店に来店して問い合わせる」の割合が一番大きく、半数の人が販売店を活用している。

二番目は両者共に「インターネットで自分で調べる」となっているが、男性は 39％、女性

は 27％と男性は自力で調べようとする層が高いと言える。 

 

 

図 7 スマートフォンを使いこなすための相談相手[性別（男女別）]（複数回答）27 より作成 
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図 8 身近な人に聞く以外のスマートフォンの操作方法の調べ方[性別（男女別）] 

（複数回答）27 より作成 

 

ここまで資料を用いて現状を調べてきたが、高齢者のスマートフォンの利用率は 44.5％、

男性 48.5%女性 40.8％と半数に留まっている状況がわかった。さらに、年齢が高くなるほ

ど利用率は低くなる傾向となっている。利用状況は、７割以上の人が携帯電話やスマートフ

ォンで家族・友人と連絡を取ることであった。インターネットで買い物をする人は３割弱と

いう結果だが、前回調査と比べて２倍増加した。情報通信機器を利用しない理由としては、

「必要性を感じていないから」と「使い方がわからないので面倒だから」がそれぞれ半数を

占めている。前者の理由は日常生活の中で使わなくても生活できているためであり、後者は、

興味は多少あるものの操作は難しくて覚えられないと思っているためであると考えられる。 

スマートフォンを使おうと思ったきっかけは、家族や周囲の勧めが最も多くなっている。

同じ年齢の中でスマートフォンを持っている歴が長くなるほど、自分で使いたい機能があ

って使い始めた人が多くなっている。つまり、積極的にスマートフォンを使おうと行動して

いる人は高齢者の中では少ないと言える。使いこなすための相談は、子どもや孫、配偶者な

ど身近な相手にする人がほとんどである。それ以外では、販売店に行き相談するもしくはイ

ンターネットで調べるという人が多かった。 

 

第 2節 デジタル・ディバイドから生じている課題 

 ここまで、高齢者の情報通信機器の利用率やどのように利用しているのかなどを整理し

てきた。高齢者の情報通信機器の利用率も年々上がっていることから、情報通信機器に対し

て消極的な高齢者と積極的な高齢者の間で生じている課題は異なっていると思われる。本

節では、情報通信機器に対する向き合い方に分けて課題を整理する。 
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(1)情報通信機器に対して消極的な高齢者に生じている課題 

最近、キャッシュレス決済やタクシー配車など、スマートフォンの利用を前提にしたサー

ビスが増えている。以前は紙のカードで顧客の情報を管理していた店舗も、より管理や分析

のしやすいデジタル会員に切り替えを行っている。会員が企業独自のアプリケーションを

ダウンロードするタイプや LINE の会員証機能28を活用したタイプなどがある。クーポンや

お買い得商品を伝えるチラシをアプリケーションや自社サイトでの配布に切り替える企業

もある。美容室などサービスを受ける際に予約が必要な店舗において、オンラインサイトか

らの予約しか対応していない場合もある。 

行政のキャンペーンにおいてもデジタルの活用が進んでいる。直近の例では、マイナンバ

ーカード申請後に申込ができるマイナポイントが挙げられる。決済方法によっては、コンビ

ニのマルチコピー機や ATM で申込ができるが、アプリケーションからしか申請できない決

済サービスもある29。また、地域を盛り上げることを目的として行うスタンプラリーもオン

ライン化している自治体もある。栃木県と佐野市は、アイドルグループのコンサートに合わ

せてスマートフォンを使ったデジタルスタンプラリーを市内で開催した。市内の観光地を

巡ってスタンプを集めて、アイドルのグッズを手に入れることができる。スタンプラリーの

結果をもとに、参加者の周遊の流れを把握することができ、観光政策などに生かすことを目

的としている30。 

 全てのサービスがスマートフォンの利用を前提にしているわけではないが、スマートフ

ォンを使うことができない人にとっては、使える人に比べてサービスを受けたりイベント

に参加したりする機会が減少してしまう可能性があると考えられる。 

 

(2)情報通信機器に対して積極的な高齢者に生じている課題 

 2016 年９月８日に独立行政法人国民生活センターから、「60 歳以上の消費者トラブルの

変化と実態―インターネット等も利用するアクティブシニアのトラブルが増加！―31」とい

う報告書が出された。PIO-NET(全国消費生活情報ネットワークシステム)によると、契約

当事者が 60 歳以上である相談において、通信販売やインターネット通販、架空請求など情

報通信に関する相談が多くなっている。 

 表 2 は、契約当事者が 60 代の相談内容を件数が多い順に 10 件、2010 年と 2015 年を比

 

28 東洋経済 ONLINE LINE ミニアプリの｢会員証｣で顧客接点強化へ 2 社の事例にみる店舗 DX の効果と

可能性 2022.06.09(2022/08/27 参照) 

https://toyokeizai.net/articles/-/590540 

29 マイナポイントの申請方法(2022/08/27 参照) 

https://mynumbercard.point.soumu.go.jp/flow/mykey-get/ 

30 下野新聞 SOON ももクロのコンサートに合わせ実証実験 デジタルスタンプラリーで佐野巡り

2022.06.17(2022/08/27 参照) 

https://smart.shimotsuke.co.jp/articles/-/601190 

https://toyokeizai.net/articles/-/590540
https://mynumbercard.point.soumu.go.jp/flow/mykey-get/
https://smart.shimotsuke.co.jp/articles/-/601190
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較したものである。表 3 は同様に 70 代の相談内容を比較したものである。表中の赤く示し

たところはインターネットが関係している相談内容である。どちらも 2015 年では、半数の

項目が情報通信関連となっている。どちらの年にも共通している「アダルト情報サイト」に

関して、本資料において 60 代では約 2 倍、70 代では約 3 倍に増加が見られた31。 

これらは、スマートフォンやタブレット端末等の通信端末や SNS 等のアプリケーション

を利用してトラブルになったり、トラブルを自ら解決しようとしてインターネットで調べ

て二次被害に遭ったりするなど、消費者が積極的にインターネットを利用した結果と考え

られる。 

 

表 2 契約当事者 60 歳代の商品・役務(相談件数の多い順) 

(2010 年度と 2015 年度の比較)31 より作成 

 
 

表 3 契約当事者 70 歳代の商品・役務(相談件数の多い順)  

(2010 年度と 2015 年度の比較）31 より作成 

 

 

 

31 独立行政法人国民生活センター60 歳以上の消費者トラブルの変化と実態  

－インターネット等も利用するアクティブシニアのトラブルが増加！－(2022/08/27) 

https://www.kokusen.go.jp/pdf/n-20160908_2.pdf 

2015年度

商品･役務名 商品･役務名

1 フリーローン・サラ金 アダルト情報サイト

2 アダルト情報サイト デジタルコンテンツ(全般)

3 商品一般 商品一般

4 賃貸アパート 光ファイバー

5 未公開株 フリーローン・サラ金

6 修理サービス 他のデジタルコンテンツ

7 相談その他 賃貸アパート

8 ファンド型投資商品 携帯電話サービス

9 公社債 相談その他

10 新聞 インターネット接続回線

2010年度

2015年度

商品･役務名 商品･役務名

1 フリーローン・サラ金 商品一般

2 商品一般 アダルト情報サイト

3 未公開株 デジタルコンテンツ(全般)

4 公社債 光ファイバー

5 新聞 フリーローン・サラ金

6 ファンド型投資商品 相談その他

7 アダルト情報サイト 役務その他サービス

8 修理サービス 他のデジタルコンテンツ

9 相談その他 ファンド型投資商品

10 金融関連サービスその他 新聞

2010年度

https://www.kokusen.go.jp/pdf/n-20160908_2.pdf
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第 3節 これまでに行われてきた行政、民間、個人の取組み 

ここでは先行研究をもとにデジタル・ディバイド解消のために行われてきた取組みを整

理する。 

金(2018)は、日本の情報政策を総務省の情報通信白書を用いて検討し、情報へのアクセ

ス・活用プロセスにおける不平等に主に焦点が当てられており、その改善のための技術開発

に力が入れられていると指摘した。技術が発展し、高機能・多機能になるにつれてそのペー

スについていけない人や層が増えていくため、今後は一般の個々人に対し ICT の恩恵につ

いて知ってもらう努力をすべきだとした。また、利用者の心理的・文化的バリアを取り除く

ために、生活を基盤とするユーザーに密着したコンテンツの開発と広報、教育などを通じて

利用動機を高める努力も同時に必要であるとした。 

金子(2005)は、情報弱者に対する情報教育支援活動である情報ボランティアの存在が、デ

ジタル・ディバイド解消に役立つと指摘した。さらに、公民館などでパソコン講座を受けた

高齢者が「シニア情報ボランティア」として教える側に回ることも有効であるとした。また、

地域に出向いて行う出前講座の利点として、(1)受講者の交通手段が軽減される(2)お互いに

近所付き合いをしているので、講習会での会話が弾む(3)すべての受講者が地域住民である

ので、講習会終了後もお互いに助け合いできると述べている。 

須藤ら(2021)は、大学生による高齢者向けスマートフォン講習会の設計と効果測定を行

った。まず、スマートフォンなどの情報端末の高齢者層の利用率の低さを生み出す要因とし

て、情報端末が高齢者層にとって操作しにくい、加齢による個人の変化(身体、心理機能の

変化)、これらの要因の相互作用によって生じる要因があると指摘した。さらに、携帯電話

やスマートフォンは、ユーザーが利用しながら使い方を覚えていくことが想定されている

ことも利用率の低さの原因となっているとした。デジタルデバイドを解消するためには、携

帯会社が行うサービス(ユーザーマニュアル、ヘルプ、サポートセンター等)に加えて、スマ

ートフォン講習会を地域の中で実施展開していくことが必要であるとした。そこで、静岡市

内のレンタル会議室において座学と実践学習形式の講座を実施したところ、講座前と比べ

てスマートフォンの操作の容易さに気がついた、自宅外でもスマートフォンを利用したい

と考える人が増えたことが明らかになった。その結果、大学生が一対一で高齢者に教えるこ

とは、高齢者のスマートフォン利用に対する心理的負荷を下げることがわかった。 

 以上の先行研究から、高齢者に対して技術面の支援と共に、ICT を使うメリットを伝える

ことが必要であることがわかった。その際には、高齢者自ら ICT を使いたくなるようにど

のように動機づけをしていくかが重要となってくるだろう。高齢者に対する動機づけを作

るヒントとなるのは、地域活動を活用していくことである考えられる。公民館など慣れ親し

んだ環境で、友達同士で受けることができる講座を開くことは、高齢者の情報通信機器に対

する心理的ハードルを下げることにつながるだろう。 
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第 3章 デジタル・ディバイド解消に向けての取組み 

 

本章では、佐野市や市内の携帯ショップで行われているスマートフォン講座に実際に参

加することで、各主体が担っている役割や高齢者の様子、抱えている課題を整理する。 

 

第 1節 佐野市の取組み 

 

3-1-1 楽しいくらしの講座「やさしいスマホ体験教室」の概要 

佐野市では、スマートフォンの基本操作と消費者トラブルに遭わない方法を勉強する楽

しいくらしの講座「やさしいスマホ体験講座」を開いている。2022 年 3 月 25 日金曜日に

城北地区公民館で開かれた講座を見学させていただいたことをもとに述べる。 

 この日の参加者は 10 人で、一人の講師の方(民間企業の方)がスクリーンで自身の手元を

映しながら操作方法を説明し、参加者も同じように操作する形であった。本講座では、体験

用のスマートフォンを使って勉強するため、まだスマートフォンを持っていなくても参加

可能である。スマートフォンの基本操作を勉強する「基本編」が 1 時間、スマートフォンを

持つメリットを体験する「活用編」が 50 分の合計 2 時間(途中休憩が 10 分)であった。講

座の詳しい内容は以下の表 4 の通りで、図 9 のような資料が配布された。なお、講座の最

後には、質疑応答(表 5)と佐野市消費生活センターの相談員の方から相談窓口の紹介があっ

た。 

 

表 4 楽しいくらしの講座「やさしいスマホ体験教室」の講座内容 

 

基本編 活用編

全体説明(講座、テキストの説明など) インターネットの説明

持ち方、電源の入れ方の説明
音声入力を使って、

インターネット検索を体験

画面操作方法の説明

(タップ、スワイプなど)
架空請求メールの体験

ゲームを使ってタップの練習 架空請求などの説明

文字入力の説明、音声入力の体験 便利なアプリケーションの紹介
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表 5 講座中に出た質問 

 

 

 

図 9 「やさしいスマホ体験教室」で配布された資料(筆者撮影) 

 

3-1-2 参加者の様子 

 何人かの参加者は自分のスマートフォンを持参していたが、ほとんどの参加者はスマー

トフォンを初めて触るようであった。講座を受ける参加者の様子で印象的だった場面が三

つある。 

 一つ目は「基本編」の画面操作の説明を受ける場面である。地図アプリを使って、タッ

プ、スワイプ、拡大、縮小などの基本操作を体験した。始めに地図アプリを起動するために、

地図アプリのアイコンをタップするところから説明した。初めてスマートフォンを使う方

が混乱してしまうポイントとして、タップをするつもりが無意識に長押ししてしまい、自分

が意図した操作ができないということだ。アイコンをずっと触るのではなく、軽く押してす

ぐ離すという点を繰り返し説明していた。次に、地図アプリの見方の説明に入ったが、講師

の方は、タップやスワイプなど専門的な言葉を使わず、「トン(タップ)」「スルスル、サラサ

ラ(スワイプ)」のように擬音語を使って参加者に説明していた。参加者は、講師の方の擬音

語に合わせて地図を動かしていた。その後のタップ練習のための数字消しゲームに入ると、

タイムを競うことに熱中して取り組んでいる参加者が多かった。 

参加者からの質問 講師の方からの回答

迷惑メールが来た際にはどうすればいいか 反応しないことが大切。ゴミ箱に入れるのも有効。

どうしてガラケーが使えなくなるのか ガラケーの回線がサービス終了してしまうため。

スマートフォンの充電のやり方、頻度
画面表示を目安に、自分で気になる数字になった

時点で充電する。

充電をやりすぎることで発火の心配について
ストッパーがスマートフォンに内蔵されているので

心配はない。
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見学前はスマートフォン体験教室のイメージとして、カメラ、地図、検索窓などスマート

フォンに初めから入っているアプリケーションを基本操作として体験するものだと考えて

いた。しかし、参加者の様子を見て、タッチパネルの操作に躓いてしまう方もいると実感し

た。 

二つ目は「基本編」の文字入力の説明を受ける場面である。メール作成画面を使って、講

師の方がガラパゴスケータイ(以下ガラケーと表記する)と同様の入力方法と、スマートフォ

ン独自の入力方法であるフリック入力を説明した。ガラケーを使ったことがあった参加者

は、ガラケーと同じように入力できることがわかって安心していた。続いてフリック入力の

説明では、講師の方はガラケーよりも速く入力する方法があるという紹介から入り、ホワイ

トボードに拡大した十字キーを使って説明をした。しかし、フリック入力は十字に表示され

たひらがなの各位置を覚えなくてはならないため戸惑うも参加者も多く、フリック入力を

試す時にも、首をかしげて指が止まってしまう方がほとんどであった。講師の方は、「フリ

ック入力は、初めからできる方はいません。たくさん練習することで、できるようになりま

す」と励ましていた。その後、講師の方が音声入力の説明に入った。長い文章をスマートフ

ォンに話しかけると、漢字も数字も正確に変換される様子に参加者から歓声が上がった。参

加者の文字入力のハードルが下がったことで、続く「活用編」では、参加者全員で佐野市の

ホームページを音声入力で検索し、ワクチン情報のページにアクセスする体験もスムーズ

にできていた。そして、その後の自由に音声入力をする時間でも「明日の天気」や「野菜を

育てる方法」など、インターネットで思い思いの言葉を検索していた。 

三つめは、架空請求のメールを体験する場面である。参加者がインターネット検索を楽し

んでいると、講師の方がメールを送信した。何人かの参加者が手を挙げて講師の方に質問を

したところで、メールボックスの見方の説明に入った。メールの内容は「以前登録したサイ

トにお金が振り込まれていない。払わないと裁判する」という内容だった。講師の方がこの

メールを➀周りに相談する②メールに書かれた連絡先に電話する③無視するか聞いたとこ

ろ、③と答える参加者が多数であった。その後、架空請求の手口や事例、普通のメールと怪

しいメールを見分けるポイントを説明した。検索していたら架空請求のメールが来るとい

う、日常生活で起こるリアルなパターンで体験できるところが勉強になると思った。怪しい

メールが来ても無視するとしている参加者が多いのはいいことであるが、今回は体験講座

の中での架空請求体験だったので、「無視する」を選べたのかもしれないという可能性もあ

ると感じた。講師の方が話されていた、➀周りの人に相談するというのも忘れてはいけない

大切なことだと思った。 

 

3-1-3 講座を担当した方々への聞き取り 

 講座終了後に佐野市役所の担当職員の方と担当講師の方から、高齢者のデジタル・ディバ

イドに関して感じていることについて聞き取りをした。 

 「楽しいくらしの講座」を担当している佐野市市民生活課では、様々なテーマで同講座を
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開いている。市民からの人気の高い講座であり、スマートフォンに関係する内容としては、

「やさしいスマホ体験教室」を開き、市と市消費生活センターと携帯電話会社の方が協力し

て、スマートフォンによる消費者トラブルの防止を目的としているそうである。市でも消費

生活センターに寄せられるスマートフォン関連の相談件数が増加しているため、その注意

喚起と相談窓口の情報提供をしている。今回の講座でも、消費者トラブル防止のパンフレッ

ト等が参加者に配布された。 

 高齢者への情報発信に関する課題としては、伝えるための媒体、伝わる速度に課題を感じ

ているそうだ。市役所では主に広報を通じて市民に情報を届けているが、近年はホームペー

ジや Twitter、LINE などのデジタルな手段を使って情報発信を行うことも増えている。イ

ンターネットを通すことで、紙媒体よりも更新が手軽にでき、素早く情報を市民に伝えるこ

とができると教えてくれた。その一方で、デジタルな手段で発信した情報を高齢者に伝える

ことが難しく、高齢者に情報がきちんと伝わっているか不安な面があると話していた。コロ

ナ禍において特に、ワクチン関連情報を素早く届けることが難しいと実感しているそうだ。 

 担当講師の方からは、高齢者とスマートフォンを繋げるきっかけ、教える側の課題につい

てお聞きした。まず、高齢者がこのような講座に参加するきっかけとしては、子どもから勧

められることが多いそうだ。子どもが、高齢者本人と連絡が取れる手段がないと困るという

背景があり、本人に対して講座に参加するように促すのである。このような場合が多いため、

各民間企業が高齢者向けのスマートフォン講座や相談窓口を開設しても、利用者が集まり

にくく、支援に繋がりにくいという現状があるそうだ。 

次に、教える側の課題としては、スマートフォンを全く触ったことのない高齢者と普段使

い慣れている家族側のすれ違いが大きいと話していた。両者のスマートフォンを使うこと

に対しての障壁が異なることから、教える側である家族が負担になってしまうそうである。

スマートフォンを使う難しさの一つとして、アプリやサービスを使う際に ID やパスワード

等を設定しなくてはいけないことが挙げられる。各アプリやサービスごとに異なるものを

設定しなければならないため、高齢者自身は初めてやることのように感じ、その度に高齢者

は何度も家族に質問することになってしまう。一方、使い慣れている家族は、一度設定の仕

方を教えれば他のアプリやサービスでも同じようにできると考えてしまい、教えることに

負担感を持ってしまう。 

その結果、高齢者はスマートフォンを使うことを躊躇してしまうということがよくある

そうだ。担当講師の方は、高齢者がスマートフォンを使うには家族の協力が欠かせないが、

家族だけでは難しいため、各企業のサービスも利用して欲しいと話していた。 

 

3-1-4 楽しいくらしの講座「やさしいスマホ体験教室」(防災編) 

2022 年 12 月 1 日木曜日に城北地区公民館で楽しいくらしの講座「やさしいスマホ体験

教室」の防災編が開かれた。「基本編」は前述した同講座と同じ内容となるが、「活用編」は

インターネット検索の仕方、防災アプリケーションの使い方や災害伝言板サービスの使い
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方を説明するものとなっている。講座時間は２時間で、図 10 のような資料が配布された。 

 「活用編」の時間で、講師の方は災害が起こった際、情報収集と自分の状況を周りの人に

伝えることが大切だと話していた。情報収集の手段として、NHK のラジオ、ニュースの各

アプリケーションを紹介した。ラジオを持ち歩かなくてもスマートフォンで聞ける点、ニュ

ースアプリケーションの中で大雨、土砂災害、地震の情報を同時に探すことができる点に参

加者は驚いていた。中でも、雨雲の動きをリアルタイムで追うことができるという説明では、

メモを取っている方も多かった。自分の情報を発信するという視点では、懐中電灯や防犯ブ

ザーのアプリケーション、災害伝言板サービスの使い方の説明があった。前者二つのアプリ

ケーションでは、地震で閉じ込められた時に大声を出し続けていると体力を消耗してしま

うため、スマートフォンが使えれば体力温存にもなるそうだ。災害伝言板サービスについて

は、参加者も実際に家族に無事を伝えるというシチュエーションのもと参加者も伝言を残

した。サービスの画面を開いて、➀被災状況(無事です、被害があります、避難所に居ます、

コメント見て)を選択し、②コメント(100 文字まで)を入力することを体験した。毎月 1 日

と 15 日、国が定める防災週間の期間は各携帯会社も災害伝言板サービスの体験日として開

放しているため、その日に家族や友人と練習して欲しいと話していた。 

防災に関するアプリケーションやサービスの紹介を通して講師の方は、「災害発生時には

停電も起こってテレビが見られないかもしれません。でも、スマートフォンを使うことがで

きれば、より早く情報収集ができるので普段からスマートフォンを触ってください」と説明

していた。高齢者のデジタル・ディバイドの問題では、災害情報にアクセスできないことも

問題となっているため、災害情報収集をきっかけにスマートフォンへの興味につなげてい

くことも大切だと考えた。 

 

 

図 10 「やさしいスマホ体験教室(防災編)」で配布された資料(筆者撮影) 

 

3-1-5 中央趣味講座スマホ体験教室「スマホで困っていませんか」の概要 

 二つ目の取組みは、中央公民館で行われている市民教養講座「中央趣味講座」である。

2022 年 7 月20日水曜日にスマホ体験教室➀②が午前の部と午後の部にそれぞれ行われた。
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午前の部は体験教室の参加者として、午後の部は見学

者として体験させていただいたことをもとに述べる。

講座時間は各１時間 30 分であり、図 11 のような資料

が配布された。 

 今回の講座は、自分のスマートフォンを持っている

ことが前提であった。午前の部は「カメラを使おう」

というテーマで 8 名の方が参加していた。コの字型の

テーブルに参加者は着席し、2 人の講師の方(市内の民

間企業の方)から説明を受けながら実践する形であっ

た。講師の方が用意したテキストに沿って説明が進ん

でいき、途中、操作が分からなくなってしまった場合には周囲にいる講師の方や公民館職員

の方に質問をして解決するという流れであった。午後の部は「アプリを楽しもう」というテ

ーマで、講座の募集定員と同じ 15 名の方が参加して

いた。大きな流れは午前の部と同じであるが、講座開

始前から講師の方に個人的に質問している人が多かった。表 6 が各講座の内容をまとめた

ものである。どちらの部も、テキストの内容が終了した時点から講座終了までは、質疑応答

(表 7)の時間となっていた。 

 

表 6 中央趣味講座「スマホで困っていませんか」の内容 

 

 

表 7 講座中に出た質問内容 

 
 

スマホ体験教室➀ スマホ体験教室②

カメラの使い方と注意点 アプリを使う際の注意点

動画撮影 アプリのダウンロード(説明)

アルバムの管理 アプリのダウンロード(実践)

QRコード読み込み アプリの使い方と削除方法

質疑応答と各自振り返り 質疑応答と各自振り返り

スマホ体験教室➀質問(一例) スマホ体験教室②質問(一例)

・LINEとショートメールの違い ・アプリの更新とは何か

・写真の編集方法について ・アプリの削除方法

・撮った写真の送信方法 ・QRコードの仕組み

・QRコードの仕組み ・LINEの使い方

・電話帳の使い方 ・Facebookの使い方

図 11 配布資料(筆者撮影) 
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3-1-6 参加者の様子 

 午前の部で気になった点は二点ある。一つ目は、自分の知らない操作をすることに不安を

感じており、操作をする時に一緒に確認して欲しい人が多かった点だ。私が参加者として一

緒にカメラの使い方を教わる中で、「アプリを起動してください」「このボタンをタップして

ください」など講師の方が専門用語を交えて説明をしていても、ほとんどの参加者がスムー

ズに操作しており、少し驚いてしまった。講師の方の説明から多少遅れてしまっても、自分

でテキストを読んで追いついたり、操作が終わった他の参加者に聞いたりしている様子も

見られた。しかし、カメラの切り替えや拡大縮小など応用的な操作に入った際には、講師の

方や職員の方に質問してからボタンを押す人が多かった。操作方法の説明は理解している

が、間違った操作をしてしまう不安が大きいのではないかと感じた。 

 二つ目は QR コードの知名度が低かった点である。QR コードとはバーコードの一種で、

数字や漢字といった情報をコードの中に埋め込むことで、小さなスペースで大量の情報を

表現することができるものである32。今やチラシやポスター、新聞・書籍など様々なところ

で見かけるものであり、キャッシュレス決済にも使われている。しかし、利用者のほとんど

は QR コードがどんなものであるか知らない様子であった。カメラでの読み込み方がわか

っても、どんなメリットがあるのかまではわからず、講義最後の質疑応答の時間に仕組みを

質問している人もいた。 

 午後の部についても二点の気になることがあった。一つ目は、アプリケーションを使う際

に表示される位置情報を許可するかどうかの表示に戸惑っていた点である。講座では天気

アプリケーションを使って、ダウンロードの方法を説明していた。その天気アプリケーショ

ンでは、スマートフォンの位置情報から現在地の天気の情報を表示するサービスを提供し

ている。そのため、アプリケーションを利用するには位置情報取得の許可をする必要があっ

た。参加者の中には、自分の位置情報がわかってしまうことが怖いと感じている方もいた。

表示されている内容がわからずに、「許可する/許可しない」の選択肢が出てくると軽いパニ

ックになってしまうと話している方もいた。その方々に対して講師の方はアプリケーショ

ンの仕組みの説明と、スマートフォン操作中に表示される広告を特に注意することが大切

だと教えていた。 

 二つ目はアカウントの登録に対してのハードルが高いという点である。午後の部の個別

の質疑応答の時間では、特定のアプリケーションの登録方法の質問が目立っていた。LINE

や Facebook などメッセージアプリケーションや SNS を使う際には、そのアプリケーショ

ンごとにアカウント(ID)とパスワードを設定することが必要である。講師の方と参加者の

やり取りを見学していて、自分のアカウントを持つこと、アプリケーションごとにそれらを

使い分けることに参加者はつまずいてしまっていると感じた。前者については、アカウント

 
32 日経 XTECH QR コードってどんなもの？(2022/07/30 参照) 

https://xtech.nikkei.com/it/pc/article/knowhow/20080821/1007228 

https://xtech.nikkei.com/it/pc/article/knowhow/20080821/1007228
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を作らなくても利用できるアプリケーションがあるため、設定することがわからないと質

問している方がいた。また、設定する際の項目(ユーザーネームやメールアドレス、パスワ

ードなど)の入力が不安であるため一緒に設定して欲しいという方もいた。後者の使い分け

に関しては、パスワードの入力を求められた際にどのパスワードを入力していいのかわか

らなくなってしまうと相談している方が多かった。比較的スマートフォンを使いこなして

いる参加者からの質問を聞いて、アプリケーションのアカウント登録が参加者にとって難

しいということを改めて実感した。 

 

3-1-7 講師の方への聞き取り 

 講座終了後に担当講師の方から、専門用語に関すること、高齢者向けのスマートフォンに

ついて、行政の講座と民間企業の講座の連携についてお聞きした。まず専門用語に関しては、

教える際にはなるべく専門用語を使わずに説明することを心がけているが、QR コードやア

カウントなどサービスを受ける上で避けられないものを教えることが難しいと話していた。

形のないサービスであるため、教える際には現実の物に例えることでイメージを持っても

らうところから始めているそうだ。それでも一回で理解してもらうことは難しいので、高齢

者に触ってもらいながらゆっくり説明の段階を踏んでいくようにしていると話していた。 

 今回の講座では、高齢者向けに作られたスマートフォンを使っている方と一般的なスマ

ートフォンを使っている方がいた。高齢者向けのスマートフォンの特徴としては、電話やメ

ール、カメラなどよく使う機能がホーム画面にまとまっているそうだ。そのホーム画面も縦

スクロールに固定されており、画面が動いてしまうことを防ぎ、高齢者が混乱しないような

工夫がされている。高齢者のスマートフォン使用目的として電話が多いため、電話のアイコ

ンが一番大きくなっていることも特徴であるそうだ。デジタルに慣れていない高齢者でも

使いやすいように工夫をしているので、安心して使って欲しいと話していた。 

 最後に行政で行っている講座と民間企業が行っている講座のつながりについてお聞きし

た。今回のように公民館で行っている講座に参加したことから、民間企業が行っている講座

に参加する人は多いそうだ。つまり、行政の講座が民間企業の講座に参加しようと行動する

高齢者を増やすことにつながっているそうである。また、行政の講座は近隣に民間企業のお

店が無い中山間地域に住む高齢者にとって、スマートフォンを学ぶことができる貴重なチ

ャンスになっていると話していた。お店は街中にあるためスマートフォンの操作を教えて

欲しいと思っても頻繁に行くことは難しい高齢者にとって、近所の公民館で教室を開いて

くれるのであれば、気軽に行くことができて嬉しいそうだ。民間企業の講師の方にとっても、

中山間地域に住む高齢者の様子を知ることができるため、行政と協力して行う出張講座も

大切なものであると話していた。 

 

第 2節 民間企業の取組み 

 民間企業が行っているスマートフォン教室は、携帯電話会社が独自で行っているもの、行
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政が携帯会社と連携して行っているもの、パソコン教室会社が提供しているものなどがあ

る。本節では、検索上位となっている各携帯電話会社行っているもの、行政と携帯電話会社

が連携しているものを取り上げる。 

 

3-2-1 各携帯会社が独自で行っている講座33 

 携帯電話会社は、携帯ショップでのスマートフォン教室と自宅で学ぶ講座のサービスを

提供している。携帯ショップでのスマートフォン教室は、少人数の受講生と講師が表 8 の

ような特定のテーマを学ぶことを目的としている。テーマとしては、スマートフォンに触る

ことが目的である基本編から、初期の段階で入っているアプリケーションを使う活用編、メ

ッセージアプリケーションの登録やキャッシュレス決済などを学ぶ実践編など、様々なも

のが用意されている。ほとんどの講座が無料であり、受講生の知りたいに応えられるように

内容が充実している。少人数の講座であるため、講座終了後に個別の質問にも対応しやすい

ものにもなっている。会社によっては、初級から上級までの講座をスタンプラリー形式にす

ることで受講生のモチベーション維持を図り、通い続けてもらえるようにしている。 

 自宅で学ぶ講座としては主に、レベル分けをした動画配信を無料で行っている。携帯ショ

ップの教室と同様のレベル分けとなっており、自分で勉強したい人だけでなく携帯ショッ

プの教室の復習に活用したい人にもオススメされている。主に、コロナ禍で携帯ショップで

の教室を開催することが難しかった時期から、自宅でも学べるようにと配信が開始された。

他にも、Zoom を活用して一対一で使い方を勉強できるサービスを提供している会社もある。 

 

表 8 携帯電話会社が携帯ショップで行うスマートフォンを教室の一例 33 をもとに作成 

レベルの名前は筆者が作ったものであり、特定の携帯電話会社が提供しているものではない。 

 

 

 

33 ドコモスマホ教室 https://study.smt.docomo.ne.jp/ (全て 2022/08/25 参照) 

au スマホ教室 https://school.au.com/ 

SoftBank スマホ教室 https://www.softbank.jp/mobile/special/sumaho-adviser/ 

ソフトバンクニュース 2020-08-07https://www.softbank.jp/sbnews/entry/20200807_03 

レベル 内容

初めて編 スマートフォンを持っていない人向け

基本編 電源の入れ方、画面の見方、画面の触り方など

入門編 カメラ、マップなどの基本のアプリケーションの使い方など

応用編 インターネットでの検索、インストール方法など

実践編 メッセージアプリケーションやキャッシュレス決済の使い方など

https://study.smt.docomo.ne.jp/
https://school.au.com/
https://www.softbank.jp/mobile/special/sumaho-adviser/
https://www.softbank.jp/sbnews/entry/20200807_03
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3-2-2 行政と民間企業の連携「デジタル活用支援推進講習会34」の概要 

 総務省は 2021 年６月からデジタル活用支援推進事業(補助事業)として、全国 1,800 箇所

において、主に高齢者のデジタル活用を支援する講習会として「デジタル活用支援推進講習

会」を開始するとした。開催場所は携帯ショップを中心とし、携帯ショップがない市町村や

携帯ショップがあってもスペースが狭くて講習会ができない市町村では、近隣の市区町村

の携帯ショップ等から講師派遣を行うことによって公民館等で講習会等を行うことを検討

している。携帯ショップで実施する場合は、既に行われていたスマートフォン教室の内容に

加えて国庫補助事業として、新たにスマートフォンによる行政手続き等に関する講座を実

施する。地方公共団体と連携して公民館等で実施する場合は、スマートフォンの基本的な利

用方法やスマートフォンによる行政手続等に関する講座を実施するとした。具体的な内容

としては、マイナンバー関係や行政手続きだけでなく、キャッシュレス決済アプリの使い方

やオンライン診療の利用方法などニーズの高い内容とセットで取り扱うとしている。また、

高齢者等が詐欺等の危険な目にあわないよう、セキュリティ対策を含めスマートフォン等

の安全な利用のために必要な知識についても取り扱う。 

  

3-2-3 「デジタル活用支援推進講習会」の様子➀ 

 初めに携帯ショップにおいての「デジタル活用支援推進講習会」を取り上げる。2022 年

8 月 24 日水曜日に市内の携帯ショップで開かれた「マイナポイントの予約・申込方法」の

講座に参加した時のことを整理する。私は今年の春マイナンバーカードを申請したが、マイ

ナポイントの仕組みや受け取り方が調べてもわからなかったため、申し込めずにいた。家族

も同時期にマイナンバーカードの申請はしたが、スマートフォンの操作に苦手意識を持っ

ておりマイナポイントの申請は行っていなかった。そこで、講座に参加してマイナポイント

のことを理解すると共に、家族への伝え方も学びたいと考えていた。 

 講座の参加者は私を含めて５名(高齢者に該当する年齢の方)で、受講者の中には他の回も

一緒に受けてきたらしい人もいて、始まるまで談笑したり前回の振り返りをしたりしてい

た方もいた。講座時間は１時間である。 

講座が始まり、まずはマイナポイントの説明を配布されたテキストをもとに受けた。マイ

ナポイントの仕組みから、ポイントが還元されるとはどういうことか、キャッシュレス決済

でポイントが還元される時のイメージを順番に説明していただいた。イラストや図でポイ

ント還元のイメージが書いてあるため、私が疑問に思っていた「チャージして還元を受ける」

「買い物して還元を受ける」の違いを理解することができた。次に、マイナポイントを申し

込むキャッシュレス決済サービスを選んだ。私はいつも使っている IC カードに入れようと

決めたが、他の参加者の方はテキストに書かれた各サービスの写真を見ながら悩んでいる

 

34 総務省デジタル活用支援令和 3 年度事業実施計画等(2022/08/25 参照) 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000750194.pdf 

https://www.soumu.go.jp/main_content/000750194.pdf
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様子であった。講師の方から、「普段使っているサービス」や「各サービスのキャンペーン

の内容」「使いたいお店で対応しているサービス」の３点に注目すると選びやすいとアドバ

イスを受けて、サービスを決められたようであった。サービスを決定した後に、マイナンバ

ーカードとスマートフォンを使ってポイントの予約を行った。講師の方の指示でスマート

フォンのカバーを外して、マイナポイントのアプリケーションを起動し、マイナンバーカー

ドを読み取った。しかし、私のスマートフォンの接触が上手くいかず、マイナンバーカード

が読み取れないエラーが発生してしまった。2,3 回試していくがエラーメッセージばかりで

焦ってしまった。講師の方に質問したところ、スマートフォンの種類(android、iPhone)に

よって読み込むタイミングが異なると教えてもらい、読み込むコツもお聞きした。教えてい

ただいたとおりにマイナンバーカードをかざすと、すぐに読み込むことができて安心した。

操作がわからなくなって焦ってしまっても、講座であれば講師の方にすぐに質問ができる

ため、申し込みに対するモチベーションを維持することができると実感できた。その後は、

IC カードのサイトを見ながら登録や番号を行い、マイナポイントを申し込むことができた。

その携帯ショップの独自決済サービスを選択した方は、ポイントの申し込み成立まで引き

続き、講師の方の説明を受けていた。中には、スマートフォンでマイナンバーカードを読み

込む際のパスワードがわからなくなってしまい、困っていた方もいた。その際には、その方

が持ってきた書類などを講師の方が一緒に見ていきながら操作をしていた。 

 マイナポイントの申込が終了した時点で各自解散となった。先述の知り合い同士の方は

早速マイナポータルの使い方を復習し合っていた。「家で見直すと、途中からわからなくな

ってしまう」「子どもにも質問しにくい」と話している点が少し気になった。 

 今回の講座を通して、行政手続きをオンライン化していく際には特にこのような講座が

必要であると実感した。行政手続きは理解をして使いこなすのは難しいため、インターネッ

トで検索ができる世代でも対応していくのに時間がかかると思われる。高齢者にとっては

自分で検索することもハードルになってしまうので、ここに行けば教えてもらえるという

場所があることは必要である。後日、家族にもマイナポイントの申込の方法や還元の違いな

どを説明した。やはり、マイナンバーカードの読み込みに苦戦したが、講師の方に聞いた読

み込みのコツ(スマートフォンにカードを当てる位置や角度)も伝えたことで、混乱すること

なく申し込むことができた。機械操作に苦手意識のある祖母には、「私もカードが読み取れ

なくて先生と一緒にやって読み込めたよ」と伝えながら操作を教えたところ、前向きに取り

組んでもらえた。 
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3-2-4 「デジタル活用支援推進講習会」の様子② 

次に、基本操作の方法や基本のアプリケ

ーションの使い方を地域の公民館で教

えてもらえるタイプの「デジタル活用

支援推進講習会」を取り上げる。2022

年９月 28 日水曜日に城北地区公民館

で開かれた「スマートフォン使い方講

座」を見学させていただいたことを整

理する。講座時間は、2 時間 15 分(途中休憩 10 分)である。始めにスマートフォンの使い

方の説明に入る前に、講師の方(市内の民間企業の方)が自己紹介を行った。自己紹介の中で、

通販に便利なアプリケーションの話やキャッシュレス決済でお得に買い物できた話をされ

ていて参加者も頷きながら興味津々な様子であった。その後は、表 9 の順に説明を聞き、体

験をした。最後の質疑応答では、キャッシュレス決済の質問をする人が多く、講師の方が実

際に画面を見せながらお得な使い方を紹介していた。 

参加者の様子で気になった点は、講座開始時にスマートフォンを触ることを怖がってい

るような雰囲気があったことだ。ある参加者に話を聞いてみたところ、間違えた操作をして

しまうと壊れてしまうのではないかと考えていたそうだ。その方は、ガラケーを使っていた

が３月で使えなくなってしまうためスマートフォンに買い替えたそうだ。使い方をサポー

トしてくれる通販サイトで購入したが、ギガ(GB)などの意味はわからず困っていたそうだ

った。このような参加者に対して、講師の方は、楽しくて便利な使い方があるということを

強調して参加者の緊張を解き、普段からスマートフォンに触ることをアドバイスしていた。

例えば地図アプリの使い方の説明では、公民館の場所や自分の家の検索だけでなく、参加者

の好きな国内の観光地、海外の有名な観光地の検索も行った。さらに、観光地の写真をタッ

プして画面を傾けると、自分の向きに合わせて風景も変化するという地図として使う以外

の機能の説明もあった。地図アプリケーションは、旅行の計画を立てることにも役立つとわ

かり、参加者は家に帰ったらさっそく疑似旅行をしようとはしゃいでいる様子であった。講

師の方は、「操作に迷ったらホームボタンを押してください。そうすれば、また始めからや

り直すことができますよ」と繰り返し声をかけており、スマートフォンに対する参加者の緊

張感を解くための工夫だと感じた。 

 講座終了後に、講師の方に表 10 のような質問を行った。その中で、気になったものは二

つある。一つ目は、スマートフォンに興味がない方にも使ってもらうにはどのような取り組

みが必要かという質問だ。講師の方は、友人など親しい相手から便利な方法を本人が聞くこ

とが効果的だと答えてくれた。講師の方が実際に対応した事例として、家族が勧めても本人

は前向きな返事をしなかったが、友人が近所のスーパーのチラシを比較できるアプリケー

ションを使ってお得に買い物をしていると聞くと、スマートフォンを持ちたいと前向きに

なった方がいたそうだ。スマートフォンに興味のない方に対するアプローチとしては、同じ

表 9 スマートフォン使い方講座の内容 

講座の内容

タッチパネルの操作

地図アプリケーションの使い方

通知や広告の見方(ゲームを活用)

インターネット検索(音声検索と画像検索)
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年代で親しい間柄の人が使っているところを見たり、聞いたりするということが鍵になる

のではないかと考えた。 

二つ目は、教える際の注意点のお話である。専門用語を優しい言葉に言い換えることに加

えて、高齢者の言いたいことを汲み取って説明していると話してくれた。それは、質問者は

自分の聞きたいことをそのまま言葉にできるとは限らないため、確認しながら説明しない

と質問者を混乱させてしまうからだそうだ。つまり、高齢者は「自分は何がわからないのか

わからない」という状態になっていることを理解することが大切だと教えてくれた。子や孫

が高齢者に教える場合、この点を見落としてしまうと言い争いになってしまうと話してく

れた。また、家庭において、高齢者本人が聞きたいことがわからないままスマートフォンを

直されてしまうことも本人にとっては困ってしまうことだそうである。このお話を聞き、教

える側へのサポートもますます求められていると実感した。 

 

表 10 講座終了後、筆者が聞いた質問 

 

 

第 3節 教える側として―各講座や家庭での経験から― 

 ここまで、行政や携帯ショップが行っているスマートフォン講座に参加した際のことを

もとに、それぞれの役割や高齢者が抱えている課題を整理した。本節では、第 1 節で紹介し

た佐野市中央趣味講座スマホ体験教室「スマホで困っていませんか」において、筆者が参加

者からの質問に対応したこと、筆者の祖母にスマートフォン操作を教えた経験をもとに、個

人や家族としてスマートフォンの操作を教えることについて整理する。 

講座の午後の部において個別の質疑応答の時間に、何人かの参加者の方から質問を受け

た。その中でも気になった三点の質問を取り上げる。一つ目は、「いつも使っていたアプリ

が急に使えなくなってしまった」という質問だった。離れたところに暮らす娘から孫の写真

を LINE で送ってもらっていたが、急に写真が見られなくなってしまったということだっ

た。画面を見せてもらうと、LINE と共に別の写真アプリケーションを利用しており、その

アプリケーションが更新できていなかったことがわかった。突然、更新してくださいのメッ

セージが表示されて怖かったそうだ。そこで、更新の意味を車の点検に例えながら説明する

質問 回答

講座の参加者の年齢や性別の特徴 60代が多い。男女は同じような割合。

講座に参加するきっかけ 最近は3Gサービス終了の影響が多い。

行政の講座と民間の講座の連携について
行政の講座で参加者と顔見知りになり、店舗に来て

くれる人が多い。

参加者からどんな質問が多いか
IDやパスワード関係とキャッシュレス決済や

ポイント関係が多い。

スマートフォンに興味が無い方への

アプローチについて
友人の影響が鍵になると思われる。

専門用語言い換えの他に教える上で工夫していること 参加者の言いたいことを汲み取ること。
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と納得してくれたようだった。また、メッセージが表示されることについては、使い方を注

意しているのではなく、使い方のヒントを教えてくれるヒントカードのイメージを説明し

たところ、メッセージに対しても少し親しみを感じていただけた。 

二つ目は、「いつも使っているニュースアプリがあるが、佐野のニュースを優先的に表示

させる方法はないか」という質問だ。その方の友人の画面では佐野市の情報ばかり載ってい

たので、自分も設定したいということだった。質問を受けた際に参加者自身が「設定はコチ

ラ」という画面を表示していたので、私は「設定をすればできますよ」と返答し、設定画面

の説明をしようとした。すると参加者の方は、「わかりました。後日携帯ショップで設定し

てもらいます」とのことだった。その後、詳しく話を聞くと、自分で設定できるとは思って

おらず、専門的な設定が必要だと考えていたようであった。自分の住んでいる都道府県と市

区町村を選ぶだけで参加者が望む設定ができたので、参加者自身も驚いていた。実際に「栃

木県佐野市」を設定画面から選択し登録すると、見たかったニュースが出てくるようになっ

て参加者はとても喜んでいた。 

 この二つの対応から、教える側がその人に合わせた言葉で説明できることが求められる

と痛感した。先行研究やスマートフォン講座の講師の方の説明で、教える際には専門用語は

例え話を用いて説明すると勉強していたが、実際には難しいと感じた。一つ目の事例では

「更新」は専門用語になると考えてわかりやすく説明しようと意識できたが、二つ目の「設

定」は参加者もわかっているだろうと考えてしまった。参加者の話を聞くことに加えて、普

段どのようにスマートフォンを使っているのかを聞き出しながら、相手の理解度を把握す

ることが求められると痛感した。 

 三つ目は質問ではないが、スマートフォンでわからないところを家族に質問するのは少

し気が引けるという話であった。スマートフォンを買ったばかりの頃は一対一で教えても

らえたが、最近では質問をすると「まだ覚えていないの？」と言われてしまうそうだ。この

点に関しては、教える側と教わる側の深いすれ違いから生じてしまっているのではないだ

ろうか。高齢者がスマートフォンを日常的に使う習慣が身についていないことも、日常的に

使う家族との間のギャップになってしまうのではないかと考えた。 

 次に祖母にスマートフォンの操作を教えた経験である。祖母はガラケーを長年使ってい

たが、３月に 3G 回線のサービスが終了することをきっかけにスマートフォンを持つことに

なった。元々ガラケーの設定(初期設定や電話帳の登録)も父や私が行っていたので、今回も

スマートフォンの設定も済ませた上で祖母に渡した。そして、電話のかけ方とメールの使い

方の説明と練習も行った。電話とメールの操作はガラケーの時とあまり変わらなかったの

で、祖母も安心していたようだった。しかし、次のような二つの問題が生じてしまった。一

つ目は、タッチパネルの操作である。ガラケーのボタンの頃とは異なり、押している感覚が

わからなくなってしまったそうだ。メールの入力だけでなく、電話をかけることもできなく

なってしまい、祖母はとても混乱していた。その後、私は電話のかけ方やメールの操作の仕

方を何度も聞かれるようになり驚いてしまった。操作の説明をして私の目の前では上手く
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できるのだが、一人で操作するとできなくなってしまう。私が本論文の調査のためスマート

フォン講座を見学して、タッチパネルの操作に躓きやすい人がたくさんいることを知って、

祖母も躓いていることに気がついた。現在はタッチペンを使いながら「トンって触って」の

ように擬音語で説明することで、操作も安定している。 

二つ目は私の教え方についてである。一つの操作方法に対して、あれもこれもと説明して

しまい、結果として祖母に伝わっていなかった。例えばメールの文字入力の際に、祖母の漢

字変換のことを教えて欲しいという相談に対して、カタカナや絵文字入力まで説明してし

まった。この点もスマートフォン講座に参加して、一つのことを教えたら本人が次のことを

教えて欲しいと言うまでは様子を見ることが必要だと学んだ。その後は、祖母のペースに合

わせて聞かれたこと以外は説明することを控えたところ、祖母は私の説明がわかりやすく

なったと言ってくれた。 

教える側は、スマートフォンを使うことが当たり前であり、わからないことはインターネ

ットで検索し、メモを取るのもスマートフォンを使用する。教わる側は、最近スマートフォ

ンを触り始め、わからないことは本で調べたり詳しい人に聞いたりして、紙にメモをしてき

た。生活習慣が異なるため、すぐに覚えられないということが起きてしまう。しかし、何度

も質問されて大変に感じてしまうというのもわからなくはない。高齢者がスマートフォン

を持つきっかけとして「家族の影響」が一番大きいものであるため、教える側の家族の支援

として、行政や民間企業が行うスマートフォン講座をスムーズにつないでいくことが大切

だと考えた。 

 

第 4節 各講座の総括―共通点と課題― 

 ここまで佐野市と市内の携帯ショップで行われたスマートフォン講座に関して個々に述

べてきた。第 4 節では、行政、民間、個人(家庭)の役割を改めて整理する。そして、それぞ

れの講座の参加者や内容に見られた共通点と高齢者が抱える課題を総括する。 

 行政の役割は、身近な場所で誰にでもスマートフォンの使い方の支援を行うことである。

そのためスマートフォンの基本操作の説明や参加者の質疑応答が中心となっており、また、

生涯学習の一環として消費者トラブル防止や防災など特定のジャンルの講座も提供してい

る。公民館などの公共施設に講師を派遣し、参加希望者を募って講座を開く形が多い。 

 民間の役割としては、スマートフォンの販売や使い方の支援を行うと共に、基本から専門

の分野の使い方をサポートすることである。各アプリケーションの使い方や ID、パスワー

ドのような個人に関わる設定に関して参加者に教えるサービスも提供していることが特徴

である。携帯ショップにおいて、テーマを設定し参加者を募って講座を開催する他、個別相

談等もある。 

 個人(家庭)の役割は、高齢者のモチベーションになることと、使い方に関してサポートを

することである。高齢者がスマートフォンに触れるきっかけになることや、質問を受けた際

に教えたり、行政や民間の講座を紹介したりするなどが考えられる。 
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 各講座においては、次のような共通点が見られた。行政や民間の講座で、集団の中でスマ

ートフォンの使い方を教えてもらえることが嬉しいと感じている参加者が多かった。一人

で操作をしていると壊してしまうのではないかと不安に思ってしまうが、他の参加者もい

る中で他の人の様子も見ながら触っても大丈夫という安心感を持って操作できるそうだ。

また、分からない時にすぐに講師の方や自分と同じ年齢の参加者に聞ける環境も居心地が

いいと答えてくれた参加者も複数いた。自分だけが操作に躓いているのではないか、どうし

ても操作がわからないと落ち込むことなく、参加者みんなでできるようになろうという雰

囲気があるため、前向きに取り組むことができるそうだ。行政や民間の講座を通して、高齢

者自身が自分は一人ではないと実感できることがスマートフォン上達には必要であると思

われる。 

参加のきっかけについては、子どもや孫など家族や身近な人から勧められて参加した人

と普段からスマートフォンを使っておりさらに学びたいと考える参加者が主であった。カ

メラの使い方やアプリケーションの活用法など応用編の講座になるほど、自分から学びた

いと積極的な理由から参加している人が多かった。このことから、スマートフォンでできる

ことや楽しめることを高齢者自身に実感してもらえれば、使いたいと自分から行動する高

齢者も増やせると感じた。と同時に、少なくとも子どもや孫などの家族から勧めがない限り

スマートフォンに興味のない高齢者にも使ってもらうことは難しいということもわかった。 

次に講座の内容面において、タップやスワイプ、ID やパスワード、QR コードなどカタ

カナやアルファベットが使われる言葉に対して苦手意識が高いということだ。全体での説

明を聞いてなんとなく理解し、講座終了後の質疑応答の時間で講師の方に質問したり参加

者同士で確認したりすることで納得できる人が大多数であった。中でもアプリケーション

を使う際のアカウント登録については、公民館で行われた講座においても携帯ショップの

講座においても、講師の方と一対一で行わなくては登録できないという状況がほとんどで

あった。 

最後に行政と民間の連携である。市役所の職員の方や携帯ショップの講師の方への聞き

取りから、公民館などで講座を受けたことをきっかけに携帯ショップに質問に行くように

なった参加者は多いということがわかった。参加者からも公民館など身近な場所において

友人同士で受けやすい、スマートフォンを持っていなくても手軽に体験できる、自分の理解

度を確認できるなどの声を聞いた。また、携帯ショップの講座については、より深い内容を

質問できる、前回聞いた内容の復習ができる、ID やパスワードの管理などを手伝ってもら

えるなどの専門のサービスを受けられる点が魅力であると参加者は教えてくれた。行政の

講座と携帯ショップの講座のつながりを生かしていくことは、高齢者のスマートフォンを

支援していくことに関して鍵になると考えられる。 

 課題としては次の三つのことが考えられる。一つ目は、高齢者に教える家族に対してのサ

ポートである。参加のきっかけに関連して、普段スマートフォンを使っていて家族に質問し

たいと思っていても断られてしまうという人も少なくはなかった。「まだ覚えていないの」
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「前にも教えたでしょう」と言われてしまい、家ではなかなかスマートフォンを触れないと

笑いながら話している人もいた。つまり、高齢者と家族の間にあるスマートフォンの操作に

対するギャップを埋めるなど、教える側となる家族に対しても教えることについてサポー

トを行う必要がある。また、高齢者にスマートフォンを教える際に家族の負担が重くなって

しまっており、その負担をボランティアや地域に分散することができれば、普段からスマー

トフォンに触る人を増やすことも可能ではないか。家族の他にも地域において使いこなせ

るまでの期間の高齢者を受け入れるコミュニティやグループ活動も必要だと考える。 

二つ目はスマートフォンに興味を持っていない高齢者に対して、動機づくりを行うこと

である。行政、民間であるかを問わず現在実施している講座は、もともとスマートフォンに

興味がある方の参加が中心になってしまっているそうである。今後は、高齢者が興味を持ち

そうなコンテンツをさらに押し出していくことが大切だと思われる。今回参加した講座に

おいても、消費者トラブル防止や防災、アプリケーションの使い方のような特定のテーマが

メインの講座は参加者も多かった印象であった。また、高齢者に人気のある既存のイベント

とスマートフォンの便利な使い方を紹介することも効果的なのではないかと考えた。 

 三つ目は、既にスマートフォンを使用している高齢者に対するサポートである。1 回でス

マートフォンを使いこなせるようになることは困難であり、継続して練習することが大切

である。しかし、今回講座を見学してみた結果、スマートフォンを日常的に使う習慣がある

高齢者は少ないように感じた。他方で、私が今回参加した講座も基本的には１回で終了して

しまうものもあった。「中央趣味講座スマホで困っていませんか」は毎年開催されている講

座ではあるが、参加人数は午前の部と午後の部合わせて 30 名となっており参加できる人は

限られてしまっていると言えるだろう。市内でも人気のある講座であるため、毎年参加して

いると答えた参加者もいた。携帯ショップの講座は、講座の開催回数も多く、基本編から応

用編までセットで提供されているため参加枠に余裕があると言える。しかし、前述の民間企

業の取り組みでも述べたが、講座で習った内容を家に帰ってから復習しようとしてもわか

らなくなってしまうという問題は発生しているようである。次に講座に参加する際に質問

することで解消は可能になると思われるが、個人が使いこなせるようになるまでサポート

し続けることは困難だろう。 

つまり、ある程度回数が継続する講座において、高齢者が積極的に操作する機会を作るこ

とで、操作内容の定着率を上げられるのではないかと考えた。さらに、講座内で参加者同士

がコミュニケーションをとりその中で教え合うことで、参加者の中で互いに使いこなせる

までのサポート役になれると思われる。そのようにすることで、スマートフォンを日常的に

使う高齢者を増やすことにつなげたい。 
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第 4 章 高齢者のデジタル・ディバイドを解消するための提案―地域の力を鍵

として― 

 

第１節 提案その➀「教える方向けスマートフォンQ＆A」 

 まず、家族に対してのサポートとして、高齢者がスマートフォンを購入する際に「教える

方向けスマートフォンＱ&A」を配布することを提案する。スマートフォン講座を開催して

いる民間企業は、高齢者がどんな点に躓きやすいのかを把握している。そこで、購入してか

ら高齢者に渡すまでの準備や伝わりやすい説明の仕方、どんな質問が多いかなどをまとめ

たデジタル冊子を作成し、ホームページで公開したり QR コードを配布したりすることが

効果的であると考える。図 12、13 のように家族など教える側にフォーカスした内容とする。

特に、タッチパネルの触り方やタップやスワイプのような操作方法など、スマートフォンの

機能の使い方の前段階の時点で躓いてしまう高齢者が多いことを、家族に伝えることが重

要である。私自身もスマートフォン講座に参加するまで、タッチパネルの触り方が難しいと

いうことを知らなかった。こうした、スマートフォンに慣れている家族と初めてスマートフ

ォンに触る高齢者との間にあるギャップを埋めていくことが必要である。デジタル冊子に

することで、置き場所に困ることもなく、目次から目当てのページにすぐにアクセスできる

ため、紙の冊子よりも使いやすくなるだろう。ＱＲコードもしくは各民間携帯会社のアプリ

ケーションと活用することで、その都度配布する必要もなく購入時に、Q&A があることを

紹介することで家族は手軽に使うことができると思われる。 
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図 12 図 13 「教える方向けスマートフォン Q&A」の一例 

 

第 2節 提案その②デジタルボランティア×地域コミュニティ 

次に、地域で支える場づくりである。地域が高齢者を支える役割を担うためには、デジタ

ルボランティアの育成と既存の地域コミュニティを活用することが鍵になる。高齢者はス

マートフォンを使いこなすために子や孫など家族に相談する人が多くなっているが、前述

したように家族だけでサポートすることにも限界がある。そこで、町内会や高齢者交流サロ

ン、市民団体など既存の地域コミュニティもスマートフォンを使いこなすための支える場

として受け皿になることを提案する。 

始めに、自治体が民間携帯会社と連携してデジタルボランティア育成講座を開催する。こ

の講座の対象者は、地域コミュニティ内の希望者、大学生や高校生など希望する住民とする。

高齢者に対するスマートフォンの教え方を身に着けた後、各地域コミュニティでスマート

フォンの使い方を他の高齢者に教える。既存の地域コミュニティを利用することのメリッ

トとして、その人が使いこなせるようになるまで継続的なサポートが可能であること、自分

の家の近くで顔見知りの人から教えてもらえること、大学生や高校生など他の世代の人と

コミュニケーションをとることが可能であることなどが挙げられる。スマートフォンの使

い方を知りたいという気持ちをきっかけに、新たに地域コミュニティに参加しやすくなる

のではないだろうか。 

さらに、市民団体などでスマートフォン講座を開く場合にはその分野に特化した内容を

受けることが可能になるだろう。例えば、佐野市には令和元年度の東日本台風の被害をきっ

かけに有志の災害ボランティアメンバーによって結成された「さのボラネット35」というボ

ランティア団体がある。災害発生時の復旧支援に加えて、平時には町会や自主防災組織と連

 

35 さのボラネット https://www.facebook.com/profile.php?id=100057452109430 (2022/12/10 参照) 

同団体の説明は、上記 URL より筆者が一部まとめて引用 

https://www.facebook.com/profile.php?id=100057452109430
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携した共助力向上のための活動や防災士と連携した防災イベントの企画などを行っている。

その活動の中に「やってんべぇ、防災！ワークショップ」というものがあり、子どもから高

齢者まで楽しみながら防災を学べる各ワークショップを開催している。「さのボラネット」

と連携してスマートフォン講座を開く場合には、災害時の情報収集の仕方や佐野市のホー

ムページでの避難所情報の確認の仕方、防災アプリケーション紹介などに特化した講座を

開くことが可能になるのではないかと考えた。 

つまり、デジタルボランティアと既存の地域コミュニティを組み合わせて活用すること

で、地域全体として高齢者を支えるとともに、高齢者の地域コミュニティへの参加も促進す

ることに繋がるだろう。 

このような特定のテーマに特化したイベントやワークショップにおいてスマートフォン

の便利さを紹介することは、スマートフォンに興味を持っていない人にその便利さや楽し

さを実感して貰える機会にもなるとも考えられる。あくまで、スマートフォン講座ではなく、

防災や健康管理など自分の興味のある分野を入口とし、そこにスマートフォンが使えると

さらに便利であるということを伝えたい。地域で開かれるイベントやワークショップであ

れば、知り合いと一緒に参加することも多いため、「一緒にスマートフォンを持とうか」の

ような会話が生まれ、次は公民館や携帯ショップで開かれるスマートフォンの講座に参加

するという可能性もある。(図 14) 

 

 
図 14 デジタルボランティア×地域コミュニティ(町内会、地域サークルなど)の一例 

 

第 3節 提案その③参加同士の教え合いの力を活用したスマートフォン講座 

三つ目は、高齢者同士がスマートフォンの使い方を学び合う機会を増やすことである。ス

マートフォンを使いこなせるようになるには、高齢者自身が日常生活の中で能動的にスマ

ートフォンを使うことが必要である。しかし、各操作をすぐに覚えることは高齢者にとって

は難しいため、講座を受けても暫く経つと操作を忘れてしまうという問題が生じている。結

果として講座を受けたままになってしまう高齢者もいる。 

そこで、スマートフォン講座に参加者同士が教え合う形を取り入れることを提案する。一



43 

 

高めることができると考えられる。本提案は顔見知り同士が行うことで効果的であると考

えられるので、公民館等に携帯ショップの講師が出張して開かれる行政の講座を前提に述

べる。 

本講座は３回連続講座となっており、「市公式 LINE の使い方」「市の散歩アプリケーショ

ンの使い方36」「市のホームページの活用方法」を学ぶ。各講座は、勉強編とやってみよう編

の２部構成で行われ、対象はスマートフォンを使いこなしたいと考える高齢者である。その

ため、スマートフォンを既に持っている方とする。勉強編では、現在行われている講座と同

様に参加者は講師の説明を聞きながら各自が操作を行う。やってみよう編では、小グループ

に分かれて勉強編で習った操作を使ったクイズに取り組む。 

ここからは市内の公民館において開かれる「市公式 LINE の

使い方37」の回を例に講座の詳しい内容を説明する。表 11 のよ

うなタイムスケジュールで、参加者はスマートフォンの使い方

を学び合う。講座時間は１時間 30 分で、参加者は 20 名、５人

が１チームとなる。 

市の公式 LINE では図 15 のような画面が表示され、本講座

では、「新型コロナウイルス感染症に関する情報」(チラシのス

マートフォンの写真において黄色の四角に 2022 年 12 月現在

表示されている)と「イベント検索」(同様に赤色の四角に 2022

年 12 月現在表示されている)が参加者の画面に表示されてい

るものとする。勉強編では新型コロナウイルスについてのお

知らせのページを見ること、イベント検索でチャットボット

を使いながら自分の気になるイベントを探すことを行う。 

操作については、前に立って実演する講師の手元を見なが

ら、参加者もスマートフォンを操作する。やってみよう編で

は、グループで図 16 のようなクイズに挑戦してもらう。勉強

編で体験したことを使って穴埋めシートに取り組み、最後の

問題である参加したいイベント名の項目ではグループで意見

交換をすることを想定している。振り返りの時間では、講師

やグループのメンバーに対して質問をして、わから

ないところを解決する時間とする。 

 

36 サノミライラボ https://www.sano-mirai.jp/event/sano-mirai-walk2022/ (2022/12/10 参照) 

本提案は佐野市を例として挙げている。市では「サノミライウォーク」という、市民が楽しみながらウォ

ーキングを続けられる「健康で長生き」を目指しており、「健康マイレージ」というアプリケーションに

おいてそのサービスが提供されている。 

37 佐野市ホームページ「佐野市公式 LINE」始めました(2022/12/10 参照) 

https://www.city.sano.lg.jp/soshikiichiran/sougou/toshibrandsuishin/oshirase/15541.html 

図 15 佐野市の LINE のチラシと拡大図 37 

https://www.sano-mirai.jp/event/sano-mirai-walk2022/
https://www.city.sano.lg.jp/soshikiichiran/sougou/toshibrandsuishin/oshirase/15541.html
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他の二回の講座も勉強編とやってみよう編を通して、参加者同士がコミュニケーション

をとりながらスマートフォンの使い方の理解を深めてもらう。勉強編とやってみよう編に

分けることで、実際に自分の力だけでスマートフォンを触る時間を取ることができ、わから

ない時にわかる人と話すことでお互いの理解度を高めることができると思われる。さらに、

この３回の講座でグループ活動をすることは、スマートフォン操作をきっかけに新たな人

間関係を構築することにもつながると考えられる。 

 

表 11 「市公式 LINE の使い方」のタイムスケジュール 

 

 

図 16 「市公式 LINE の使い方」の回で用いるクイズの一例 

  

以上のような三つの取り組みを行い、行政、民間、地域、個人、家庭がそれぞれの強みを

生かすことは、デジタル・ディバイド解消につながると考えられる。高齢者自身が積極的に

スマートフォンを触るようになり、お互いに使い方を学び合う・教え合うことでデジタル化

に取り残されてしまう方が少しでも減少することを願っている。  

開始時間 所要時間(分) 内容

10:00 10 市公式LINEの概要

10:10 市公式LINEの体験

　➀新型コロナ情報の見方

　②イベント情報収集

10:35 10 質疑応答

10:45 10 休憩

10:55 グループワーク

　☆クイズに挑戦！

11:30 10 振り返り

25

25
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おわりに 

本論文は、高齢者のデジタル・ディバイドを解消するための支援について、スマートフォ

ンの使い方の支援を対象に行政・民間・個人(家庭)の役割の整理し、今後の支援の方向性を

明らかにすることを目的とした。 

第 1 章では、まずデジタル・ディバイドの定義を確認し、複数ある意味の内、「個人間・

集団間デジタル・ディバイド」を中心に取り上げることとした。その後、日本の情報政策を

整理し、主に 2001 年の「高度情報通信ネットワーク社会形成基本法」(IT 基本法)施行時と

2021 年の「デジタル社会形成基本法」施行時に分けて、両者の違いに注目した。「IT 基本

法」のもとでは「e-Japan 戦略」が策定され、世界最高水準の高度情報通信ネットワークの

形成、電子商取引等の促進、高度情報通信ネットワークの安全性及び信頼性の確保等が目指

された。「デジタル社会形成基本法」においては、データ利活用により発展するデジタル社

会の実現を目標に、ネットワークの充実に加えて、国民の利便性向上を図るデータ利活用の

促進を図ることとした。 

第 2 章では内閣府や民間携帯電話会社の資料をもとに、情報通信機器と高齢者の現状を

調べた。普段スマートフォンを利用しているという高齢者は 44.5％となっており、年齢が

上がるほど利用率は下がっていた。スマートフォンを利用しない理由としては、「必要性を

感じないから」「使い方が分からないので面倒だから」が共に全体の半数を占めていた。ス

マートフォンを使い始めたきっかけとしては、「家族のすすめ」が１位「周囲に持っている

人が増えた」が２位という調査結果となっていた。後半では先行研究を活用し、これまで行

政や民間、個人(家庭)において行われてきたデジタル・ディバイド解消に対する取組みを整

理した。 

第 3 章では筆者の地元である佐野市の事例をもとに、高齢者への支援の実際の様子を調

査するために佐野市役所・市内の携帯ショップが行うスマートフォン講座を訪れた。見学の

結果、公民館で開かれる行政の講座は、身近な場所で全ての人に対してスマートフォンの使

い方の支援を行うことできる、携帯ショップの講座は、一対一でアプリケーションの登録な

ど専門の分野においての使い方をサポートできる、個人や家庭では、高齢者のモチベーショ

ンになって、使い方に関してよりその人に合わせたサポートができるというそれぞれの良

い点を知ることができた。また、その時の講座において参加者から質問を受けた経験や家族

内で質問を受けた経験から、個人や家庭で行える支援についても考えた。課題としては、よ

り身近な教える側となっている家族へ負担が重くなっている点、スマートフォンに興味を

持っていない高齢者へのアピール方法、スマートフォン講座を受講し終わった後にも引き

続きスマートフォンを触ってもらう方法の３点に注目した。 

第 4 章からは、上記の３つの課題を解決するための提案を行った。家族の負担に関して

は、携帯ショップにおいてデジタル冊子「教える方向けスマートフォン Q&A」を配布して、

家族と高齢者の間にあるスマートフォンのギャップを埋めることを目指した。また、町内会
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や地域サークルなどの既存の地域コミュニティにデジタルボランティアを派遣し、地域の

力も高齢者支援へと活用することとした。既存の防災講座や健康講座にスマートフォン紹

介を組み合わせることで、興味のない高齢者にもその便利さや楽しさを実感してもらえる

のではないかと考えた。３点目の課題には、公民館等でグループワークを活用した連続型の

講座を開き、受講者同士が教え合うことで能動的にスマートフォンに触ることになり、操作

方法の定着率を上げることを目的とした。 

 最近ではスーパー等においてポイントカードやクーポンがスマートフォンで配布される

ようになったり、レストランではタッチパネルで注文をしたりするなど、より身近な場所の

デジタル化も進んでいる。その中で、デジタル化に対応できない人を支援するためにも行

政・民間・個人(家庭)がそれぞれの良さを生かし、課題を補い合うことがますます必要であ

る。それに加えて、既存の地域コミュニティやボランティアなど地域の力も活用することが

今後のデジタル・ディバイド解消のための鍵となっていくことだろう。 

その自治体に住む高齢者全員にスマートフォンの貸し出しをしたり、町内会が主体とな

って毎月使い方を学ぶ会を開いたり、NPO 法人が主体となって学生ボランティアを高齢者

に派遣したりするなど新たな取り組みもたくさん行われている。本論文では、そのような取

り組みに触れることができていない点が課題であると考えられる。今後は、各事例をさらに

調査することで、誰一人取り残されないデジタル社会の実現に向けた支援の方法を考えて

いきたい。 
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